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守  口  市  民  憲  章  

 

わたしたちは、自由と平和を愛し、人間尊重と自主自立の精神に立ち、互い

に協力してよりよい生活を営むためにこの憲章を制定します。 

(1) わたしたちは、公害を出さないように心がけ、緑と広場のある生活

環境をつくりましょう。 

(2) わたしたちは、お互いに仲良くし、あたたかい人間関係によって連

帯感を育てましょう。 

(3) わたしたちは、自然と文化財を守り、教養を高め、常識豊かな社会

人となりましょう。 

(4) わたしたちは、社会福祉を進め、特に青少年に夢を、老人、身障者

らには行きとどいた愛の手を伸ばしましょう。 

(5) わたしたちは、市政に対して批判と協力を惜しまず、明るい守口市

をつくりましょう。 
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第 １ 章  守口市の地域的特 徴 

第１節 地  勢 

本市は、東西4,790 m、南北5,345 m、面積12.71 km2で、大阪平野を貫流する淀川左岸に位置していま

す。南および西の二方は大阪市に接し、東は遠く生駒、金剛連峰に臨んで門真市、寝屋川市に接し、北は

北摂山系に面し、淀川を隔てて摂津市が近在しています。市域はおおむね淀川の沖積による平坦地であり、

旧淀川廃川地とこれに続く淀川堤跡（OP8.9 m）の地帯がやや高層であるほか東南に至るにしたがって低

くなっています。 

地層は地表から1 m前後土砂で、次に粘土層が約0.5～0.6 mあり、以下は砂層ですが、深くになるにつ

れてその程度は大きくなっています。気候はおおむね温和であり、平均気温は17～18℃程度です。 

市の北および東南の一部にあった農耕地は、近時の大都市周辺地域におけるスプロール現象と相まって、

そのほとんどが宅地化、市街化し、市域の東西に伸びている一般国道 1 号を中心として、本市の基幹産業

である電気機械器具製造の工場群が分布しています。図 1-1-1 に守口市の位置を、図 1-1-2 に守口市域図

を示します。 
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図 1-1-1 守口市の位置 
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図 1-1-2 守口市域図 
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第２節 人  口 

本市の人口は、昭和46年6月に187,791人を記録したのを最高に、その後漸減傾向を示し、令和元年版守

口市統計書によると、令和元年10月1日現在で143,858人となっています。 

これまでの人口増加の推移を見ると、昭和21年の市制施行時47,979人に過ぎませんでしたが、昭和32年

庭窪町（12,699人）との合併により、87,210人に飛躍し、昭和35年の国勢調査では10万人を超えました。 

その後、大都市への大量の人口流入により、大阪市に隣接する本市はいち早くその影響を受け、昭和46

年には187,791人に達し、市制施行時の4倍近くの増加を見るにいたりました。しかし、昭和47年を境に減

少を始め、昭和51年には18万人台を、昭和54年には17万人台を割り、平成16年以降においては14万人台と

なっています。 

また、世帯数においては、昭和49年までは増加を続け、同年の61,774世帯以後減少傾向を示し、昭和58

年には55,795世帯まで減少しましたが、その後は再び増加傾向を示し、令和元年10月1日現在72,453世帯

となっています。また、1世帯当たり人口では、昭和40年には3,64人であったのが、昭和60年2,82人、令

和元年1.99人と世帯の細分化が進み、核家族化傾向が強まってきています（図1-1-3）。 

さらに人口密度においては、令和元年10月1日において1km2当たり11,319人と依然高い人口密度となっ

ています。 
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第３節 産  業 

昭和30年以後の住宅建設に併せ、商業・工業などめざましい進出をみせた本市の産業も、近年における

残存農地の減少および景気の低迷により、最近では事業所の伸びも鈍化の傾向を示しています。 

工業統計調査結果によると、平成30年6月1日現在の事業所数は254事業所でした。 

また、産業分類別でみると、「金属製品製造業」が49事業所で全体の19.3％を占め、次いで、「生産用

機械器具製造業」が39事業所（15.4％）、「プラスチック製品製造業」が29事業所（11.4％）となってい

ます（表1-1-1）。 

表1-1-1 産業分類別製造業構成 

 

 

製造業種別に従業者数をみると、大手メーカーが含まれている「電気機械器具製造業」の1,311人で全

体の24.0％を占め、次いで「金属製品製造業」が809人（14.8％）、「生産用機械器具製造業」が754人

（13.8％）となっています（表1-1-2）。 

製造品出荷額等の総額は「電気機械器具製造業」が5,932,786万円（44.1％）を占め、次いで「生産用

機械器具製造業」が1,570,281万円（11.7％）、「金属製品製造業」が1,108,070万円（8.2％）となって

います。 

従業者数規模別工場数や、製造品出荷額を総体的にみると、本市の工業は、「電気・生産用機械器具」

を生産する事業所が中心となっている都市といえます。 

中 分 類 製 造 業 事業所数 比 率(%) 

食料品製造業   7  2.8 

飲料・たばこ・飼料製造業    －   － 

繊維工業 14 5.5 

木材・木製品製造業（家具除く）  －   － 

家具・装備品製造業  3 1.2 

パルプ･紙･紙加工品製造業  8 3.1 

印刷・同関連業  19 7.5 

化学工業  5 2.0 

石油製品・石炭製品製造業  － － 

プラスチック製品製造業  29 11.4 

ゴム製品製造業  2 0.8 

なめし革･同製品･毛皮製造業  － － 

窯業･土石製品製造業  2 0.8 

鉄鋼業  3 1.2 

非鉄金属製造業  4 1.6 

金属製品製造業  49 19.3 

はん用機械器具製造業  10 3.9 

生産用機械器具製造業  39 15.4 

業務用機械器具製造業  4 1.6 

電子部品･デバイス･電子回路製造業  13 5.1 

電気機械器具製造業  27 10.6 

情報通信機械器具製造業  1 0.4 

輸送用機械器具製造業  4 1.6 

その他の製造業  11 4.3 

表1-1-2 製造業種別従業者数 

製 造 業 種 従業者数 比 率(%) 

食料品製造業  489 9.0 

飲料・たばこ・飼料製造業  －  － 

繊維工業  109    2.0 

木材・木製品製造業（家具除く）  －  － 

家具・装備品製造業  38 0.7 

パルプ･紙･紙加工品製造業  178 3.3 

印刷・同関連業  302 5.5 

化学工業  126 2.3 

石油製品・石炭製品製造業  －  － 

プラスチック製品製造業  477 8.7 

ゴム製品製造業  12 0.2 

なめし革･同製品・毛皮製造業  －  － 

窯業･土石製品製造業  18 0.3 

鉄鋼業  25 0.5 

非鉄金属製造業  22 0.4 

金属製品製造業  809 14.8 

はん用機械器具製造業  207 3.8 

生産用機械器具製造業  754 13.8 

業務用機械器具製造業  94 1.7 

電子部品･デバイス･電子回路製造業  216 4.0 

電気機械器具製造業  1311 24.0 

情報通信機械器具製造業  7 0.1 

輸送用機械器具製造業  54 1.0 

その他の製造業  208 3.8 
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第４節 道路・交通 

本市における主要道路は、一般国道（1号・163号・479号）、府道（京都守口線・大阪中央環状線等）、

近畿自動車道および阪神高速道路があります。 

平成31年3月31日現在の市内道路の路線数は、国道3、府道10、市道1,115、高速道路2の総数1,128路線

となっています。 

令和元年度の市内の自動車保有台数の総数は、48,358台（原付は除く）でした。車種別の台数は、普

通・小型乗用車が25,310台（52.3％）、普通・小型貨物車4,322台（8.7％）、軽四輪乗用車10,749台

（22.2％）、軽四輪貨物車4,286台（8.9％）、バス・特種（殊）用途車464台（1.0％）、小型特殊車166

台（0.3％）、二輪車3,061台（6.3％）となっています。また、原動機付自転車の保有台数は8,727台とな

っています（資料：大阪府北河内府税事務所・市総務部課税課）。 

一般国道1号の交通量（令和元年10月16日7時～19時）は、43,629台で、そのうち大型車（バス、貨物車

類の普通車・特殊車）の交通量は、10,703台で大型車混入率は24.5％となっています（資料：大阪国道事

務所）。 

市内の交通機関は、京阪電鉄、大阪メトロ、大阪モノレール、京阪バス、大阪シティバスが主なもので

す。平成30年度の市内主要３駅における乗降車客数は、京阪守口市駅が11,684千人であり、大阪メトロ谷

町線守口駅は17,088人（１日平均）、大日駅が33,831人（１日平均）となっています（資料：京阪電気鉄

道㈱、大阪市高速電気軌道㈱）。 

 

第５節 都市計画区域及び用途地域 

都市計画法に基づく都市計画区域及び用途地域の状況は表1-1-3のとおりで、用途地域の状況は、市域

の総面積に対して住居系地域が61.6％、商業系地域が6.6％であり、工業系地域が23.8％となっています。 

表 1-1-3 都市計画区域・用途地域の状況 

（平成 31年 3月 31 日現在） 

区    分 面   積（ha） 総面積に対する割合（%） 

都市計画区域 1,271 100 

市街化区域 1,178 92.5 

市街化調整区域 93 7.3 

用 

途 

地 

域 

第一種中高層住居専用地域 10 0.8 

第二種中高層住居専用地域 277 21.8 

第一種住居専用地域 346 27.2 

第二種住居専用地域 120 9.4 

準住居地域 30 2.4 

近隣商業地域 42 3.3 

商業地域 42 3.3 

準工業地域 277 21.8 

工業地域 26 2.0 

計 1,170 92.1 

 資料：都市整備部都市計画課 
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第 ２ 章 環 境 行 政 の 概 要 

第１節 行政組織等 

第１ 行政機構 

本市の環境行政機構は、平成26年4月1日の機構改革により、市民生活部環境保全課とクリーンセンター

が新たな部（環境部）として発足し、環境行政を一元的に推し進める体制となりました。また、公害健康

被害補償法（昭和48年10月5日制定）に基づく補償に関する業務については、健康福祉部健康推進課の所

管となっています。機構図を図1-2-1に示しました。 
          
                 
      

環境政策課 
   

           
            
   

環境部 
   

クリーンセンター業務課 
   

          
            
        

クリーンセンター施設課 
   

         
           
   

健康福祉部 
  

健康推進課 
   

          
           
   図 1-2-1 環境行政機構図（令和 2年 3月 31 日現在）   
          
          

第２ 事務分掌 

  環境政策課        ・大気汚染及び悪臭の監視、指導並びに苦情処理に関すること。 

               ・地球温暖化対策の啓発、推進に関すること。（他） 

               ・環境の美化推進に関すること。 

               ・そ族及び衛生害虫の駆除に関すること。（他） 

クリーンセンター業務課  ・一般廃棄物処理手数料の査定、調定及び収納に関すること。 

               ・一般廃棄物処理事業の工事請負等の契約に関すること。（他） 

               ・一般廃棄物収集の作業計画及び実施に関すること。 

               ・一般廃棄物収集委託業者(許可業者を含む。)の指導監督に関すること。 

  クリーンセンター施設課  ・一般廃棄物処理施設等の事業計画に関すること。 

               ・一般廃棄物の搬入許可に関すること。（他） 

  健康推進課        ・公害健康被害の補償給付に関すること。 

               ・公害健康被害認定審査会に関すること。（他） 
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第３ 環境関係法 

   環境関係の主な法令は次のとおりです。 

 

環 境 全 般 

環境基本法 

環境影響評価法 

地球環境・エネルギー 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律 

公害全般 

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律 

大気汚染 

大気汚染防止法 

自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する 

特別措置法 

水質汚濁 

水質汚濁防止法 

瀬戸内海環境保全特別措置法 

下水道法 

騒音・振動 

騒音規制法 

振動規制法 

土壌汚染 

土壌汚染対策法 

地盤沈下 

工業用水法 

建築物用地下水の採取の規制に関する法律 

悪  臭 

悪臭防止法 

ダイオキシン類 

ダイオキシン類対策特別措置法 

廃棄物・リサイクル 

循環型社会形成推進基本法 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法 

資源の有効な利用の促進に関する法律 

個別物品のリサイクル法（容器包装リサイクル法、家電リサイクル法、建設リサイクル法、

食品リサイクル法、自動車リサイクル法） 

被害者救済 

公害健康被害の補償等に関する法律 
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第４ 事業計画 

表 1-2-1 環境政策課事業計画表（令和元年度） 

事 業 内 容 

 （年・月） 

令和元年 令和２年 
備  考 

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

大 
 

気 

大気汚染常時監視測定局による測定             第１測定局･第２測定局･第３測定局 

大気環境調査（ＰＴＩＯ法）             市内 15 地点、年４回 

温暖化対策（活動量調査及び啓発）             通年 

ダイオキシン類環境調査             大気：２地点・年４回、土壌・水質：１地点・年１回 

発生源パトロール             工場等立入検査(府・市合同） 

光化学スモッグ緊急時対策             発令・解除時連絡 

水
質
・
騒
音 

環境騒音測定             道路に面しない地域６地点（昼間･夜間各２回） 

自動車騒音常時監視面的評価             市内主要幹線道路（年１回） 

幹線道路騒音・振動測定             道路に面する地域８地点(３日間連続測定） 

発生源パトロール             工場等立入検査 

公共用水域及び地下水水質測定             1 河川 1地点、地下水４地点 

共
通 

苦情等に伴う各種調査             通年 

環境啓発・美化推進活動             
美化及び路上喫煙禁止キャンペーン・市民まつり・路上喫煙防

止パトロール 

表 1-2-2 健康推進課（健康被害補償）事業計画表（令和元年度） 

福
祉
事
業 

公
害
保
健 

リハビリテーション講習会             守口市市民保健センター 1 回 約 14 人×2回 延べ 28 人 

転地療養（15 歳以上）             かんぽの宿 富田林 7 人参加 

家庭療養指導             保健師による家庭訪問指導 

インフルエンザ予防接種費用助成         
    助成金 自己負担の額 

予
防
事
業 

健
康
被
害 

ぜん息健康相談             気管支ぜん息等患者に対する相談・指導 

アレルギーぜん息健康相談             乳児を対象に気管支ぜん息の発症予防のための相談・指導 

アレルギーぜん息健康診査             幼児を対象に気管支ぜん息の発症予防のための助言 
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第２節 公害対策事業費等 

第１ 公害関係等予算 

表1-2-3 公害対策関係等当初予算（平成27～令和元年度）   単位：千円 

区   分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

公 害 対 策 費   21,203  19,225    16,733 17,089 14,698 

公害健康被害補償費(Ａ) 1,333,886 1,315,850 1,203,897 1,137,337 1,137,272 

(Ａ) 補 償 給 付 費 1,272,083 1,250,005 1,198,540 1,132,345 1,132,332 

の 福 祉 事 業 費 4,052 4,061 4,050 3,610 3,558 

内 事 務 費 55,927 60,565 廃止   

訳 環境保健事業費 1,824 1,219 1,307 1,382 1,382 

                  ※平成29年度より、事務費は補償給付費に統合。 

 

第２ 公害関係測定機器 

表1-2-4 公害関係測定機器一覧 （令和２年3月31日現在） 

品   名 数量 購入年度 品   名 数量 購入年度 

＜騒 音 振 動 関 係＞ 

積分型普通騒音計 

普通騒音計 

精密騒音計 

振動レベル計 

高速度レベルレコーダー 

騒音・振動レベル処理器 

 

1 

1 

2 

3 

1 

1 

 

 

11 

21 

28･30 

11･27‣30 

26 

7 

 

＜大 気 関 係＞ 

ガス検知器 

自動車排出ガス測定器 

二酸化硫黄連続測定器 

浮遊粒子状物質連続測定器 

オキシダント連続測定器 

窒素酸化物連続測定器 

微風向風速計 

紫外線可視分光光度計 

 

1 

1 

3 

3 

3 

3 

3 

1 

 

元 

元 

4･8･11 

11･11･27 

11･28･28 

23･23･26 

24･20･25 

3 

 

      浮遊粒子状物質連続測定器              普通騒音計 

 



第２部 大 気 汚 染 
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第 １ 章  大 気 汚 染 の 現 況  

第１節 大気汚染に係る環境基準及び環境保全目標 

大気汚染に係る環境上の目標として、国においては環境基本法第16条の規定に基づき、人の健康を保護

し、生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準として、表2-1-1のとおり環境基準が設定され

ています（ダイオキシン類については、第６部参照）。 

また、大阪府の「大阪２１世紀の新環境総合計画」では、大気汚染に係る環境保全目標として、表2-1-2

のとおり設定されています。 

表2-1-1 大気の汚染に係る環境基準 

物   質 環  境  基  準 

二 酸 化 硫 黄 
１時間値の１日平均値が0.04ppm以下であり、かつ、１時間値が0.1ppm以下であるこ

と 

二 酸 化 窒 素 
１時間値の１日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内またはそれ以下である

こと 

浮 遊 粒 子 状 物 質 １時間値の１日平均値が0.10mg/m3以下であり、かつ、１時間値が0.20mg/m3以下であ

ること 

微 小 粒 子 状 物  質 １年平均値が15μg/m3以下であり、かつ、１日平均値が35μg/m3以下であること 

一 酸 化 炭 素 
１時間値の１日平均値が10ppm以下であり、かつ、１時間値の８時間平均値が20ppm

以下であること 

光 化 学 オ キ シ ダ ン ト １時間値が0.06ppm以下であること 

ベ ン ゼ ン １年平均値が0.003 mg/m3以下であること 

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン １年平均値が0.13 mg/m3以下であること 

テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン １年平均値が0.2 mg/m3以下であること 

ジ ク ロ ロ メ タ ン １年平均値が0.15 mg/m3以下であること 

 

表2-1-2 府の大阪２１世紀の新環境総合計画の大気汚染に係る環境保全目標 

項  目 目      標       値 対象地域 

二酸化窒素 
１時間値の１日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内またはそれ以下で

あること 

 

 

 

府内全域 

 

ただし、工

業 専 用 地

域、車道そ

の他一般公

衆が通常生

活していな

い地域また

は場所につ

いては、通

用しない 

光化学オキシダント 

１時間値が0.06ppm以下であること、また、非メタン炭化水素濃度の午前６時か

ら９時までの３時間平均値が0.20ppmＣから0.31ppmＣの範囲内またはそれ以下

であること 

浮遊粒子状物質 
１時間値の１日平均値が0.10mg/m3以下であり、かつ、１時間値が0.20mg/m3以下

であること 

二酸化硫黄 
１時間値の１日平均値が0.04ppm以下であり、かつ、１時間値が0.1ppm以下であ

ること 

一酸化炭素 
１時間値の１日平均値が10ppm以下であり、かつ、１時間値の８時間平均値が

20ppm以下であること 

ベンゼン 1年平均値が0.003 mg/m3以下であること 

トリクロロエチレン 1年平均値が0.13 mg/m3以下であること 

テトラクロロエチレン 1年平均値が0.2 mg/m3以下であること 

ジクロロメタン 1年平均値が0.15 mg/m3以下であること 

微小粒子状物質 1年平均値が15μg/ m3以下であり、かつ、1日平均値が35μg/ m3以下であること 

ダイオキシン類 1年平均値が0.6 pg-TEQ/m3以下であること 

悪臭 大部分の地域住民が日常生活において感知しない程度 府内全域 
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  なお、環境基準による大気汚染の評価は、次によります。 

［二酸化窒素］ 

年間における二酸化窒素の１日平均値のうち、低い方から98％に相当するもの（１日平均値の年間98％値）で評価を

行う。 

ただし、１時間値の欠測が４時間を超える測定日の１日平均値は用いないものとし、年間における測定時間が6,000

時間に満たない測定局については、評価の対象としない。 

［光化学オキシダント］ 

１時間値について評価を行う。 

［浮遊粒子状物質、二酸化硫黄、一酸化炭素］ 

短期的評価 

連続して、又は随時に行った測定結果により、測定を行った日又は時間について評価を行う。 

なお、１日平均値の評価にあたっては、１時間値の欠測が4時間を超える場合には、評価の対象とし

ない。 

長期的評価 

年間における１日平均値のうち高い方から2％の範囲内にあるものを除外して評価を行う。 

ただし、１日平均値について環境基準を超える日が2日以上連続した場合には、このような取扱はし

ない。 

［微小粒子状物質］ 

 

第２節 大気汚染の監視体制 

本市域内には、大阪府所管の大気汚染常時測定局が２局（西部コミュニティセンター、淀川工科高校）

設置されていますが、本市でも大気汚染監視強化のため、昭和59年３月に第１測定局（金田町１丁目）、

昭和60年９月に第２測定局（大日町３丁目）、平成元年10月に第３測定局（菊水通４丁目）を整備し、大

気汚染状況の常時監視を行っています。 

本市域内の大気汚染常時測定局の位置は図2-1-1、測定項目は表2-1-3のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大気第１測定局の外観 

 

短期的評価 
年間における１日平均値のうち、低い方から９８％に相当するもの（１日平均値の年間９８％値）

で評価を行う。 

長期的評価 １年平均値にて評価を行う。 



－13－ 

            

              

              図2-1-1 測定局の位置 
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           表2-1-3 大気汚染常時測定局の測定項目      (令和2年3月31日現在) 

測 定 局 所 管 所 在 地 

設置 

年度 

二 

酸

化

硫

黄 

浮 

遊

粒

子

状

物

質 

一 

酸

化

窒

素 

二 

酸

化

窒

素 

光

化

学

オ

キ

シ

ダ

ン

ト 

微 

小

粒

子

状

物

質 

炭 

化

水

素 

測定局の種別 

第１測定局 守口市 金田町1-4-1 S58 ○ ○ ○ ○ ○   一般環境測定局 

第２測定局 守口市 大日町3-35 S60 ○ ○ ○ ○ ○   一般環境測定局 

第３測定局 守口市 菊水通4-21-18 H1 ○ ○ ○ ○ ○   一般環境測定局 

西部コミュニ

ティセンター 
大阪府 文園町8－8 H28  ○ ○ ○ ○ ○  一般環境測定局 

淀川工科高校 大阪府 京阪本通2-62 S45  ○ ○ ○  ○ ○ 自動車排出ガス測定局 

 

第３節 大気汚染の概況 

本市の大気汚染状況は、全般的にここ数年おおむね横ばい傾向にあります。 

二酸化硫黄濃度は、ここ数年低濃度で推移しており、すべての測定局とも環境基準を達成していました。 

窒素酸化物は燃焼に伴って発生するものですが、市域内の発生源としては工場（固定発生源）の他に自

動車（移動発生源）の占める割合が大きくなっています。 

二酸化窒素濃度は、ここ数年横ばい傾向で、すべての測定局で環境基準を達成していました。 

浮遊粒子状物質濃度は、ここ数年横ばい傾向です。 

光化学オキシダントは気象条件でその濃度が大きく影響し、令和元年度においては、すべての測定局で

環境基準を達成できませんでした。 

 

第４節 汚染物質別の状況 

 

第１ 二酸化硫黄 

二酸化硫黄は、主として石油・石炭等の化石燃料の燃焼に伴い生成される大気汚染物質であり、以前

には石油系燃料が大量に消費されたことにより汚染が拡大しました。しかし、その後、使用燃料の低硫

黄化、燃料転換等の対策により、大気中の二酸化硫黄濃度は以前と比較して大幅に減少してきています。 

令和元年度における二酸化硫黄濃度の測定結果を表2-1-4、月平均値の変化を図2-1-2に示しました。

これによると年平均値は、第１測定局で0.003ppm、第２測定局で0.002ppm、第３測定局で0.004ppmでし

た。令和元年度は、各測定局とも環境基準を達成していました。 

また、年平均値の推移を図2-1-3に示します。ここ数年の推移を見ると低濃度で横ばい傾向です。 
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表2-1-4 溶液導電率法による二酸化硫黄濃度の測定結果 

 

 

測定局 

 

有効測 

 

定日数 

 

測 定 

 

時 間 

 

年 平 

 

均 値 

 

１時間値が0.1 

ppmを超えた時

間数とその割合 

 

 

日平均値が0.04 

ppmを超えた日

数とその割合 

 

１時間

値 の

最高値 

 

日平均

値の

2％ 

除外値 

日 平 均 値 が

0.04ppm を 超

えた日が2日

以上連続した

ことの有無 

環境基準の長

期的評価によ

る日平均値が

0.04ppm を 超

えた日数 

 (日) (時間) (ppm) (時間) (％) (日) (％) (ppm) (ppm) 有(×)無(○) (日) 

第 １ 

測定局 
365 8721 0.003 0 0.0 0 0.0 0.017 0.007 ○ 0 

第 ２ 

測定局 
362 8687 0.002 0 0.0 0 0.0 0.014 0.006 ○ 0 

第 ３ 

測定局 
364 8716 0.004 0 0.0 0 0.0 0.016 0.008 ○ 0 
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第２ 窒素酸化物 

窒素酸化物は、空気中や燃料中に含まれる窒素が高温での燃焼過程で酸化され、生成される物質です。

その場合、直接生成されるものは大部分が一酸化窒素（NO）であり、これが大気中で酸化され二酸化窒

素（NO2）に変化します。 

窒素酸化物の主な発生源としては、自動車、工場・事業場の各種燃焼施設、ビルや家庭の暖房機器・

厨房などがあげられます。窒素酸化物は、直接人の健康に影響を与えるだけでなく、炭化水素とともに

光化学スモッグの原因物質の一つとされています。 

1.二酸化窒素 

令和元年度における二酸化窒素濃度の測定結果を表2-1-5、月平均値の変化を図2-1-4に示しました。

これによると年平均値は第１測定局で0.014ppm、第２測定局で0.015ppm、第３測定局で0.015ppmでした。 

本市域内の測定局の環境基準の達成状況をみると、各測定局で環境基準を達成していました。ここ数

年の推移は、各測定局ともほぼ横ばい傾向を示しています。また、各測定局の年平均値の推移を図2-1-5

に、日平均値の年間98％値の推移を図2-1-6に示しました。 

2.一酸化窒素 

令和元年度の一酸化窒素濃度の測定結果を表2-1-6、月平均値の変化を図2-1-7に示しました。これに

よると年平均値は第１測定局で0.004ppm、第２測定局で0.004ppm、第３測定局で0.005ppmでした。また、

各測定局の年平均値の推移を図2-1-8に示しました。 

3.窒素酸化物 

令和元年度の窒素酸化物濃度の測定結果を表2-1-6、月平均値の変化を図2-1-9に示しました。これに

よると年平均値は第１測定局で0.018ppm、第２測定局で0.019ppm、第３測定局で0.020ppmでした。また、

各測定局の年平均値の推移を図2-1-10に示しました。 

 

 

表2-1-5 二酸化窒素濃度の測定結果 

測定局 

 

有効測 

定日数 

 

測 定 

 

時 間 

 

年 平 

 

均 値 

 

１時間

値 の

最高値 

 

１時間値が

0.2ppmを超え

た時間数とそ

の割合 

 

１時間値が

0.1ppm以上

0.2ppm以下の

時間数とその

割合 

 

日平均値が

0.06ppmを超

えた日数とそ

の割合 

 

日平均値が

0.04ppm以上

0.06ppm以下

の日数とその

割合 

 

日平均

値の年

間98％

値 

98％値評

価による

日平均値

が0.06 

ppmを超え

た日数 

(日) (時間) (ppm) (ppm) (時間) (％) (時間) (％) (日) (％) (日) (％) (ppm) (日) 

第 １

測定局 
364 8547 0.014 0.070 0 0 0 0 0 0 0 0 0.031 0 

第 ２

測定局 
353 8352 0.015 0.066 0 0 0 0 0 0 0 0 0.031 0 

第 ３

測定局 
365 8628 0.015 0.068 0 0 0 0 0 0 0 0 0.034 0 

 

 

 

 

 

 



－17－ 

 

 

 

 

 

 

0.000

0.010

0.020

0.030

0.040

0.050

0.060

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

濃
度

月

図2-1-4 二酸化窒素濃度の月平均値の変化（ppm）

第１測定局

第２測定局

第３測定局

0.000

0.010

0.020

0.030

0.040

0.050

0.060

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1

濃
度

年度

図2-1-5 二酸化窒素濃度の年平均値の推移（ppm）

第１測定局

第２測定局

第３測定局

0.020

0.030

0.040

0.050

0.060

0.070

0.080

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1

濃
度

年度

図2-1-6 二酸化窒素濃度の日平均値年間98%値の推移（ppm)

第１測定局

第２測定局

第３測定局



－18－ 

表2-1-6 一酸化窒素・窒素酸化物濃度の測定結果 

 一酸化窒素（ＮＯ） 窒素酸化物（ＮＯ＋ＮＯ2） 

 

測定局 

 

有効測

定日数 

 

測 定

時 間 

 

年 平

均 値 

１時間

値 の

最高値 

日平均

値の年

間98％

値 

 

有効測

定日数 

 

測 定

時 間 

 

年 平

均 値 

１時間

値 の

最高値 

日平均

値の年

間98％

値 

年平均値

の 

  NO2   

NO＋NO2 

 (日) (時間) (ppm) (ppm) (ppm) (日) (時間) (ppm) (ppm) (ppm) (％) 

第 １

測定局 364 8547 0.004 0.133 0.023 364 8547 0.018 0.178 0.050 78.0 

第 ２

測定局 353 8352 0.004 0.136 0.024 353 8352 0.019 0.184 0.052 77.7 

第 ３

測定局 365 8628 0.005 0.148 0.027 365 8628 0.020 0.193 0.054 76.4 
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第３ 浮遊粒子状物質 

浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒径10マイクロメートル(μm)以下の粒子状物質といいます。

これらの微粒子は、大気中に比較的長時間滞留し、高濃度の場合は人の健康に与える影響が大きいとい

われ、環境基準が定められています。 

令和元年度の各測定局の測定結果を表2-1-7、月平均値の変化を図2-1-11に示しました。これによると

年平均値は第１測定局で0.019 mg/m3、第２測定局で0.016 mg/m3、第３測定局で0.020 mg/m3でした。本

市域内の測定局の環境基準の達成状況を見ると、すべての測定局で環境基準を達成していました。各測

定局の年平均値の推移を図2-1-12に示しました。この推移を見ると横ばい傾向にあります。 
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表2-1-7 浮遊粒子状物質濃度の測定結果 

 

 

 

測定局 

 

 

有効測 

 

定日数 

 

 

測 定 

 

時 間 

 

 

年 平 

 

均 値 

 

１時間値が0.20 

mg/m3 を超えた

時間数とその割

合 

 

日平均値が0.10 

mg/m3 を超えた

日数とその割合 

 

１時間

値 の

最高値 

 

日平均

値の

2％除

外値 

日 平均 値が

0.10mg/m3 を

超えた日が2

日 以上 連続

し たこ との

有無 

環 境基 準の

長 期的 評価

に よる 日平

均 値 が

0.10mg/m3 を

超えた日数 

 (日) (時間) (mg/m3) (時間) (％) (日) (％) (mg/m3) (mg/m3) 有(×)無(○) (日) 

第 １

測定局 
364 8710 0.019 0 0.0 0 0.0 0.089 0.041 ○ 0 

第 ２

測定局 
361 8654 0.016 0 0.0 0 0.0 0.090 0.036 ○ 0 

第 ３

測定局 
364 8721 0.020 0 0.0 0 0.0 0.083 0.040 ○ 0 
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第４ 光化学オキシダント  

光化学オキシダントとは、大気中のオゾンなど中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離する酸化性

物質（ただし二酸化窒素を除く）の総称です。 

令和元年度の光化学オキシダント濃度の測定結果を表2-1-8に示しました。第１測定局における昼間の

１時間値の最高値は0.116ppm、環境基準である0.06ppmを超えたのは464時間（88日）でした。第２測定

局における昼間の１時間値の最高値は0.104ppmで、0.06ppmを超えたのは240時間（49日）でした。第３

測定局における昼間の１時間値の最高値は0.116ppmで、0.06ppmを超えたのは434時間(85日)でした。 

各測定局において、昼間の光化学オキシダント濃度が0.06ppmを超えた時間数の推移を図2-1-13に示し

ました。 

 

表2-1-8 光化学オキシダント濃度の測定結果 

測定局 

昼 間 

測 定 

日 数 

昼 間 

測 定 

時 間 

昼間の１時間値

が0.06ppmを超え

た日数と時間数 

昼間の１時間値

が0.12ppm以上の

日 数 と 時 間 数 

昼 間 の 

１時間値

の最高値 

昼間の日

最高１時

間値の年

平 均 値 

(日) (時間) (日) (時間) (日) (時間) (ppm) (ppm) 

第 １

測定局 366 5407 88 464 0 0 0.116 0.050 

第 ２

測定局 334 4717 49 240 0 0 0.104 0.043 

第 ３

測定局 366 5409 85 434 0 0 0.116 0.049 
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第５ 微小粒子状物質（ＰＭ２．５） 

微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒径 2.5 μｍ以下の粒子状物質をいいます。 

微小粒子状物質は、粒子が小さいため肺の奥深くまで入りやすく、呼吸器系や循環器系への影響が懸

念されるため、平成 21年度に環境基準が定められました。 

本市では、平成 23年度から大阪府が淀川工科高校に設置している大気汚染常時測定局で、また平成 

26 年 3 月から守口保健所に設置していた大気汚染常時監視測定局で測定を行っていました。なお、守口

保健所移転に伴い、平成 29 年 3月より西部コミュニティセンターに大気汚染常時監視測定局が移設され

引き続き測定を行っています。 

令和元年度の微小粒子状物質濃度及び環境基準達成状況を表 2-1-9 に示しました。これによると淀川 

工科高校の微小粒子状物質濃度年平均値は 11.5 μｇ/㎥であり、短期的評価及び長期的評価ともに環境

基準を達成していました。また西部コミュニティセンターの微小粒子状物質濃度年平均値は 7.8μｇ/㎥

であり、短期的評価及び長期的評価ともに環境基準を達成していました。 

微小粒子状物質濃度の年平均値の推移を図 2-1-14 に示しました。 

 

表 2-1-9 微小粒子状物質濃度の測定結果 
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淀川工科高校

西部コミュニ

ティセンター

測定局 

有 効  

測 定 

日 数 

測 定  

時 間 
年平均値 

日平均値の 

年間 98%値 

日平均値が 

35μg/m3 を 

超えた日数 

とその割合 

98%値評価によ 

る日平均値が 

35μg/m3 を 

超えた日数 

環 境 基 準 

達 成 状 況 

 （日） （時間） （μg/m3） （μg/m3） （日） （％） （日） 短期 長期 

淀  川 

工科高校 
284 6,808 11.5 26.4 2 0.7 0 ○ ○ 

西部コミュニ

ティセンター 
363 8,681 7.8 18.5 0 0 0 ○ ○ 
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第５節 簡易測定による窒素酸化物調査 

本市では、平成３年度より、市内全域の窒素酸化物濃度を把握するため、簡易測定（ＰＴＩＯ法）によ

る調査を年４回行っています。 

平成29年度までは市内全域を750mメッシュで区切り、その中心付近および主要交差点を測定点としてい

ましたが、平成30年度の調査からは、主要幹線道路沿い及び主要交差点を測定点としました。 

令和元年度における、全測定点の二酸化窒素の年平均値は 0.024ppm でした。年平均値の最高値は、レイ

ンボービル前で0.039ppmでした。表2-1-10に各地点の窒素酸化物簡易測定結果（二酸化窒素）また図2-1-15

に窒素酸化物簡易測定地点を示しました。 

 

 

 

 

 

窒素酸化物簡易測定用の器具取り付けの様子及び測定用器具 



－24－ 

表2-1-10 窒素酸化物簡易測定結果［二酸化窒素 令和元年度］  (単位:ppm) 

測定No 測  定  点 春 夏 秋 冬 平 均 

1 交差点金田町４ 0.021 0.020 0.027 0.024 0.023 

2 佐太東あじさい公園横 0.018 0.018 0.023 0.023 0.021 

3 大日駅前交通広場横 0.021 0.020 0.023 0.023 0.022 

4 メロディーハイム大日前 0.028 0.024 0.024 0.027 0.026 

5 大日ファミリーマート前 0.024 0.021 0.026 0.023 0.024 

6 富士林プラザ大日横 0.024 0.022 0.020 0.024 0.023 

7 交差点大日町２南 0.035 0.028 0.039 0.030 0.033 

8 旧守口庭窪郵便局前 0.035 0.027 0.026 0.038 0.032 

9 交差点大日町２北 0.033 0.031 0.038 0.030 0.033 

10 レインボービル前 0.042 0.034 0.039 0.041 0.039 

11 太子橋りそな銀行前 0.020 0.021 0.024 0.026 0.023 

12 太子橋あらき歯科医院前 0.031 0.029 0.033 0.030 0.031 

13 大阪国際学園前 0.015 0.016 0.020 0.022 0.018 

14 シャトレーゼ守口店前 0.021 0.021 0.020 0.021 0.021 

15 ビジョンメガネ守口店前 0.020 0.019 0.019 0.021 0.020 

16 大気第１測定局 0.011 0.013 0.017 0.018 0.015 

17 大気第２測定局 0.012 0.013 0.018 0.018 0.015 

18 大気第３測定局 0.011 0.014 0.015 0.018 0.015 

平  均  値 0.023 0.022 0.025 0.025 0.024 

最  大  値 0.042 0.034 0.039 0.041 0.039 

最  小  値 0.011 0.013 0.015 0.018 0.015 

 

 

（注） 測定日は次のとおり  

 

春 令和元年  5 月  27 日 ～  5 月 29 日 

夏 令和元年  8 月  26 日 ～  8 月 28 日 

秋 令和元年 12 月   3 日 ～ 12 月   5 日 

冬 令和２年  3 月   3 日 ～  3 月   5 日 
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図 2-1-15 窒素酸化物簡易測定地点 
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第 ２ 章  大 気 汚 染 対 策  

第１節 固定発生源対策 

１ 法律・条例に基づく規制の概要 

大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）では、工場・事業場における事業活動にともなって発生する

「ばい煙（硫黄酸化物・ばいじん等）」および「粉じん」を排出する施設を対象に、届出義務・排出基

準等を定め、違反したものには罰則規定を設けています。 

大阪府生活環境の保全等に関する条例（平成６年大阪府条例第６号）では、大気汚染防止法に基づく

規制に加え、ばい煙（ばいじん・有害物質・揮発性有機化合物）および粉じん（一般粉じん・特定粉じ

ん）を規制物質として定め、それらを排出する施設に対し、排出基準、設備・構造・使用・管理基準、

原料使用基準等の基準を定めています。また、ばい煙のうち、硫黄酸化物および窒素酸化物については、

大気汚染防止法で総量規制基準が定められ、一定規模以上の工場・事業場を対象に、よりきびしい規制

を行っています。守口市における対象工場は、硫黄酸化物については３工場９事業場、窒素酸化物につ

いては３工場５事業場となっています。 

２ ばい煙発生施設等届出状況 

法律・条例に定められたばい煙発生施設等の届出は、市で受理した後、大阪府へ送付します。令和元

年度におけるばい煙発生施設等の届出状況は、表2-2-1のとおりでした。また、令和元年度末における法律

対象のばい煙発生施設の設置数は、表2-2-2のとおりで、ばい煙発生施設の合計は138基であり、粉じん発

生施設は5基でした。  

                     

届出区分 

ば い 煙 粉 じ ん 

法 律 条 例 法 律 条 例 

 施設の種類 基 数 

 

 

ば 

い 

煙 

発 

生 

施 

設 

  

ボイラー 84 

ばいじん ＶＯＣ 水  銀 ばいじん 有害物質 ＶＯＣ 一 般 特 定 一 般 特 定  加熱炉 1 

設置(新設) ３ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ０ ２ ０  塗装施設 2 

使用(既設) ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０  廃棄物焼却炉 1 

変  更 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０  ガスタービン 8 

使用廃止 １ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０  ディーゼル機関 31 

ガス機関 11 

３ 立入検査等 

法律・条例に基づくばい煙発生施設等を設置する工場・事業場に対し、①ばい煙発生施設および処理

施設の稼動状況、②届出との照合、③ばい煙等測定記録による規制基準の遵守状況、④燃料・原料の使

用状況および重油抜き取り調査などの確認等を目的として、府が随時立入検査を実施し、適切な指導を

行っています。また、工場・事業場に法律・条例対象の施設が設置または変更された場合には、公害防

止措置等必要な改善指導を行い、大気汚染物質の削減に努めています。 

表 2-2-1 ばい煙及び粉じん発生施設届出件数（令和元年度） 表 2-2-2 大気汚染防止法に基づくばい煙

発生施設設置数（令和 2年 3月末） 
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第２節 自動車排出ガス対策 

自動車排出ガスの規制は昭和41年にガソリン車に対する一酸化炭素濃度規制に始まり、以後、排出規

制の対象とする汚染物質や車種の拡大、すでに運行されている車（使用過程車）の規制など、段階的に

規制が強化され、自動車１台当たりの排出ガス量の削減が図られてきました。現在では、新車に対する

自動車排出ガス規制は、一酸化炭素、炭化水素、窒素酸化物、粒子状物質、ディーゼル黒煙などについ

て実施されています。 

平成４年12月に、大都市域の窒素酸化物濃度の削減のため「自動車から排出される窒素酸化物の特定

地域における総量の削減等に関する特別措置法」が施行されました。同法は、自動車の交通が集中して

いる地域で、従来の対策だけでは二酸化窒素の環境基準の達成が困難と認められる地域において、同対

策を総合的に行うために制定されたもので、守口市も対策地域に含まれ、規制されています。また、同

法は、平成13年6月に改正され、新たに粒子状物質も規制対象物質に加えるとともに、一定台数（30台）

以上の自動車を使用する事業者への自動車使用管理計画の提出の義務づけ等対策が強化され､平成14年

に車種規制が導入されました。   

平成18年4月に、公道を走行しないオフロード特殊自動車に対する排出ガス規制を新たに行う、「特定

特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」が施行されました。また、軽油の低硫黄化が進められ、「揮

発油の品質の確保等に関する法律」により平成19年1月から許容限度が10ppmに、ガソリンについても平

成20年1月から10ppmとされ、更なる自動車排出ガス対策が進められています。 

大阪府において、環境基準達成のため、「大阪府生活環境の保全等に関する条例」を一部改正し、平

成21年1月より、自動車NOx・PM法の排出基準を満たさないトラック・バス等を対象に府域の自動車NOx・ 

PM法対策地域を発着とする運行を規制する流入車規制が導入されました。 

表2-2-3に自動車排出ガス規制の推移（使用過程車）を示しました。 

表2-2-3 自動車排出ガス規制の推移（使用過程車） 

一酸化炭素 

 実 施 時 期 

自動車の種類 S45.8 S47.10 S48.5 S48.10 H10.10 

ガソリン 

 

ＬＰＧ車 

 
５．５％ 

 

(軽自動車を除く) 

４．５％ 

S48年度規制以前の車:排

出ガス減少装置又は点火

時期調整の義務付け 

(軽自動車のみ) 

４．５％ 

(4ｻｲｸﾙのみ) 

軽自動車２．０％ 

その他  １．０％ 

炭化水素 

 実 施 時 期 

自動車の種類 S50.1 S50.6 H10.10 

ガソリン 

 

ＬＰＧ車 

(乗用車のみ) 

4ｻｲｸﾙ     1,200ppm 

特殊ｴﾝｼﾞﾝ 3,300ppm 

2ｻｲｸﾙ     7,800ppm 

(乗用車以外) 

4ｻｲｸﾙ     1,200ppm 

特殊ｴﾝｼﾞﾝ 3,300ppm 

2ｻｲｸﾙ     7,800ppm 

(4ｻｲｸﾙのみ) 

軽自動車  500ppm 

その他    300ppm 

  ディーゼル黒煙 

 実 施 時 期 

自動車の種類 S50.1 H5.10 H6.10 H9.10 H10.10 H11.10 H19.9 H21.10 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車 50% 軽･中量車 

40% 
乗用･重量車 

40% 
車両総重量3.5t

以下の貨物車･ﾊﾞ

ｽ及び車両重量

1.265t以下の乗

用車 25% 

車両総重量3.5t

超12t以下の貨物

車･ﾊﾞｽ及び車両

重量1.265t以上

の乗用車 25% 

車 両 総

重量 12t

超 の 貨

物車･ﾊﾞ

ｽ 25% 

0.80m-1 ポスト

新長期

規制車 

0.50m-1 

  ※測定方法 ／ 一酸化炭素、炭化水素：ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ時 ・ ディーゼル黒煙：無負荷急速加速時 
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第３節 光化学スモッグ対策 

光化学スモッグは、大気中の窒素酸化物、炭化水素等が太陽光線のもとで光化学反応を起こした結果生

成される光化学オキシダントなどの二次汚染物質によるものと考えられます。特に気象条件に大きく影響

され夏期の気温が高く日射の強い微風時に発生しやすくなっています。光化学スモッグによる被害は、目

やのどの刺激が大部分です。 

第１ 光化学スモッグ（オキシダント）緊急時対策 

光化学スモッグ緊急時対策については、大阪府において、昭和46年に大阪府大気汚染緊急時対策実施

要綱が実施され、本市においても同年、「光化学スモッグ発生時における緊急時対策実施要綱」を定め、

発令時の応急体制および発令・解除の通報体制など緊急時に必要な措置を実施しています。 

光化学スモッグ予報等の発令地域は、府域を７地域に区分され、守口市は、“３の地域”の東大阪地

域となっており、それぞれの地域における光化学オキシダント濃度と気象条件から光化学スモッグ予報

等が発令されます。光化学スモッグの発令基準および発令時の周知事項を表2-2-4に示します。 

光化学スモッグの発令および解除は、大阪府が実施しており、発令時には大阪府防災行政無線により

府下市町村に連絡されます。本市では大阪府から発令の通報があれば、守口市教育委員会ほか、要綱に

定められた関係機関に連絡し、市役所玄関等に発令内容を示す掲示板をかかげるとともに、発令内容等

広報宣伝を行っています。予報等が発令されると、発令地域内に所在するオキシダント緊急時一般対象

工場は、表2-2-5に示す発令時の措置に従い緊急時措置の実施を要請されます。また、このうち排出ガス

を多量に排出する工場は、緊急時特別対象工場として、所在地以外の地域で発令されても表2-2-5に示す

緊急時措置を要請等されています。 

表2-2-4 光化学スモッグ発令基準および一般周知事項 

・東大阪地域－大阪市の区域のうち旭区、鶴見・及び城東区の地域並びに守口市、門真市、寝屋川市、交野市、四條畷市、

大東市、東大阪市、八尾市及び柏原市の地域。 

・基準測定点－府下に56カ所設置されており、そのうち東大阪地域には10カ所設置されている。守口市内は西部コミュニ

ティセンターが基準測定点になっている。 

区  分 発 令 基 準 
掲示板等の 

色  彩 
一 般 周 知 事 項 

光 化 学 

スモッグ 

予  報 

 当該地域の測定点のうち1点以上のオ

キシダント濃度が0.08ppm以上である大

気の汚染の状態になった場合で、かつ、

気象条件からみて注意報の発令に至る

と認めるとき。 

みどり 

(1) 注意報に備えて、テレビ、ラジオの報道等に注意するこ

と。 

(2) 屋外での、特に過激な運動は避けること。 

(3) 目やのどなどに刺激を感じた人は、洗顔、うがいをする

とともに、最寄りの保健所又は市町村に連絡すること。 

光 化 学 

スモッグ 

注 意 報 

 当該地域の測定点のうち1点以上のオ

キシダント濃度が0.12ppm以上である大

気の汚染の状態になった場合で、かつ、

気象条件からみて当該大気の汚染の状

態が継続すると認めるとき。 

き 

(1) 屋外になるべく出ないこと。 

(2) 学校、幼稚園、保育所などにおいては、できるだけ屋外

の運動を避け屋内に入ること。 

(3) 目やのどなどに刺激を感じた人は、洗顔、うがいをする

とともに、最寄りの保健所又は市町村に連絡すること。 

光 化 学 

スモッグ 

警  報 

 当該地域の測定点のうち1点以上のオ

キシダント濃度が0.24ppm以上である大

気の汚染の状態になった場合で、かつ、

気象条件からみて当該大気の汚染の状

態が継続すると認めるとき。 

だいだい 

(1) 屋外になるべく出ないこと。 

(2) 学校、幼稚園、保育所などにおいては、屋外の運動をや

めて屋内に入り、窓を閉鎖するなどの措置をとること。 

(3) 目やのどなどに刺激を感じた人は、洗顔、うがいをする

とともに、最寄りの保健所又は市町村に連絡すること。 

光 化 学 

スモッグ 

重大緊急 

警  報 

 当該地域の測定点のうち1点以上のオ

キシダント濃度が0.40ppm以上である大

気の汚染の状態になった場合で、かつ、

気象条件からみて当該大気の汚染の状

態が継続すると認めるとき。 

えんじ 

(1) 屋外に出ないこと。 

(2) 学校、幼稚園、保育所などにおいては、警報と同じ措置

をとっていることの再確認を行うこと。 

(3) 目やのどなどに刺激を感じた人は、洗顔、うがいをする

とともに、最寄りの保健所又は市町村に連絡すること。 
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表2-2-5 発令時のばい煙を排出する者等の措置 

対象 

発令区分 

緊 急 時 対 象 工 場 に 係 る ば い 煙 排 出 者 
一般対象工場に係る   

ばい煙排出者 

特別対象工場に係る    

ばい煙排出者 

揮発性有機化合物   

排出者 

自動車の使用者      

又は運転者 

予 報 

 操業に当たって原燃料

の使用量、排出ガス量又

は窒素酸化物排出量が通

常時より減少するよう配

慮するとともに、注意報

の発令に備えて注意報に

よる措置が行える体制を

とるよう要請すること。 

 工場又は事業場全体か

らの原燃料の使用量、排出

ガス量又は窒素酸化物排

出量を通常値の20％以上

削減するよう要請するこ

と。 

 揮発性有機化合物の排

出量の減少に配慮するよ

う要請すること。 

 不要不急の自動車を使

用しないよう要請するこ

と。 

注意報 

 工場又は事業場全体の

原燃料の使用量、排出ガ

ス量又は窒素酸化物排出

量を通常値の20％以上削

減するよう要請し、又は

勧告すること。 

 予報に引き続き原燃料

の使用量、排出ガス量又は

窒素酸化物排出量の減少

に徹底を期すとともに、警

報の発令に備えて一部操

業停止などが行える体制

をとるよう要請し、又は勧

告すること。 

 揮発性有機化合物の排

出量を削減するよう要請

し,又は勧告すること。 

 不要不急の自動車を使

用しないこと及び発令地

域への運転を自粛するよ

う要請すること。 

警 報 

 注意報に引き続き原燃

料の使用量、排出ガス量

又は窒素酸化物排出量の

減少に徹底を期すととも

に、重大緊急警報の発令

に備えて一部操業停止な

どが行える体制をとるよ

う要請し、又は勧告する

こと。 

 工場又は事業場全体の

原燃料の使用量、排出ガス

量又は窒素酸化物排出量

を通常時の40％以上削減

するよう要請し、又は勧告

すること。 

 注意報に引き続き揮発

性有機化合物の排出量の

減少に徹底を期すよう要

請し,又は勧告すること。 

 自動車の使用及び発令

地域における運行を避け

るように要請すること。 

重  大 

緊急警報 

 工場又は事業場全体の

原燃料の使用量、排出ガ

ス量又は窒素酸化物排出

量を通常値の40％以上削

減するよう命令するこ

と。 

 工場又は事業場全体の

原燃料の使用量、排出ガス

量又は窒素酸化物排出量

を通常値の40％以上削減

するよう命令すること。 

 大防法第 23 条第 2 項に

基づき揮発性有機化合物

排出施設の使用の制限そ

の他必要な措置をとるべ

きことを命令すること。 

 自動車の使用を避ける

事と及び発令地域におけ

る運行をしないことを強

力に要請すること。 

 府警察本部が実施する

緊急時の交通規制を守る

よう強力に要請すること。 

備考 １ 第２欄及び第４欄に掲げる措置は,発令した地域に所在する一般対象工場に係るばい煙排出者及び揮発性有

機化合物排出者に対して行うものとする。 

２ ばい煙排出者に対する措置の欄に掲げる通常値の算出方法は、細目で定める。 

３ 本表に掲げる措置は、予報等の解除又は日の入り時刻のいずれか早い時刻をもって解除する。なお、日の入

り時刻とは、大阪管区気象台における日の入り時刻とする。 
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図 2-2-1 光化学スモッグの発令地域区分 

第２ 光化学スモッグ発令状況 

令和元年度における府下全域での光化学ス    

モッグ発令状況は、５月11日から８月10日にわた 

り予報5回、注意報5回の発令でした。また本市を

含む東大阪地域への発令状況は、予報3回、注意

報1回の発令でした。 

令和元年度の発令回数は、前年度と比較して  

増加しており、府下全域に注意報の発令された  

日はありませんでした。 

光化学スモッグ発令地域区分を図2-2-1に、光

化学スモッグ年度別発令状況の推移を図2-2-2に、

令和元年度の光化学スモッグ発令状況を表2-2-6

に、それぞれ示しました。 

なお、令和元年度での本市における光化学ス 

モッグによる被害の訴えはありませんでした。 
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表2-2-6 令和元年度光化学スモッグ発令状況（東大阪地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意報発令中の掲示板 

発令日 曜日 

予   報 注 意 報 

号 数 発令時間 解除時間 号 数 発令時間 解除時間 

5/25 土 2 12：30 18：20 2 13：30 18：20 

5/26 日 3 11：30 18：00    

8/10 土 5 14：30 16：30    



－32－ 

第 ３ 章  地 球 温 暖 化  

近年、化石燃料の大量消費を伴う社会活動が地球温暖化を引き起こし、異常気象や海面上昇など地球規

模での大きな問題となっています。 

地球温暖化とは、大気中の二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素等の温室効果ガスが、温められた地表か

ら放出される赤外線を吸収、再放出することにより、地表の大気がより温まることをいいます。 

平成11年4月、「地球温暖化対策の推進に関する法律」が施行され、その中で地方公共団体は自らの事務

及び事業に関する温室効果ガスの排出抑制等のための実行計画（率先実行計画）を策定し、公表すること

が義務づけられました。 

守口市においては、平成14年6月、「守口市地球温暖化対策実行計画」を、平成26年度には「守口市地球

温暖化対策実行計画Ⅱ」を策定し、市役所から排出される温室効果ガスの削減に努めています。 

「計画の概要」及び令和元年度の温室効果ガスの排出量を次に示します。 

１ 計画の概要 

＜計画の目標＞ 

平成24年度を基準とし、平成29年度までに市役所の事務・事業から排出される温室効果ガス排出

量を5％削減する。（平成29年度の目標 29,077 t-CO₂）   

＜取り組む内容＞ 

① 電気、燃料、水道の使用量を削減する。 

② 紙の使用量の削減、再使用の徹底を図る。 

③ 市役所から出るごみを可能な限り削減する。 

④ 物品の購入時は、エコマーク商品などの購入に努める。 

２ 市役所における温室効果ガスの排出量（令和元年度） 

＜市役所全体の排出量＞ 

市役所全体の排出量・・・26,025ｔ-CO２（平成24年度比15％削減） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-3-1 温室効果ガスの内訳 

二酸化炭素
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第  1  章 水 質 汚 濁 の 現 況 

第１節 水質汚濁に係る環境基準 

公共用水域の水質汚濁に係る環境上の目標として、国は人の健康を保護し、生活環境を保全するう    

えで維持することが望ましい基準として環境基準を設定しています。 

水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準は、全公共用水域についてカドミウム等の27項目に関して

一律に定められています。 

また、生活環境の保全に関する環境基準は、河川、湖沼及び海域ごとに利用目的等に応じた水域類型を設け、

それに応じて水素イオン濃度(ｐＨ)、生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ)、溶存酸素量(ＤＯ)等の基準値を設定し、

それぞれの公共用水域について水域類型を指定することにより当該公共用水域の環境基準を具体的に示すこと

となっています(表3-1-1、表3-1-2)。さらに、河川に適応する水生生物の保全に関する項目に係る環境基準が

定められています（表3-1-3）。 

  本市が調査している古川は、生活環境の保全に関する環境基準（河川）Ｄ類型に指定されています(表3-1-

4)。 

 

表3-1-1 人の健康の保護に係る環境基準（健康項目） 

項    目 環 境 基 準 値 対 象 水 域 

カドミウム 0.003 ㎎/L以下 

全
公
共
用
水
域 

全 シ ア ン 検出されないこと 

鉛 0.01 ㎎/L以下 

六価クロム 0.05 ㎎/L以下 

砒   素 0.01 ㎎/L以下 

総 水 銀 0.0005 ㎎/L以下 

アルキル水銀 検出されないこと 

Ｐ Ｃ Ｂ 検出されないこと 

トリクロロエチレン 0.01 ㎎/L以下 

テトラクロロエチレン 0.01 ㎎/L以下 

ジクロロメタン 0.02 ㎎/L以下 

四塩化炭素 0.002 ㎎/L以下 

１,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.004 ㎎/L以下 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 1 ㎎/L以下 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.006 ㎎/L以下 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1 ㎎/L以下 

ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.04 ㎎/L以下 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.002 ㎎/L以下 

チ ウ ラ ム 0.006 ㎎/L以下 

シ マ ジ ン 0.003 ㎎/L以下 

チオベンカルブ 0.02 ㎎/L以下 

ベ ン ゼ ン 0.01 ㎎/L以下 

セ レ ン 0.01 ㎎/L以下 

1,4-ジオキサン 0.05㎎/L以下 

ほ う 素 1 ㎎/L以下 

ふ っ 素 0.8 ㎎/L以下 

硝酸性窒素及び     

亜硝酸性窒素 
10 ㎎/L以下  

 

（注） 1 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

2 「検出されないこと」とは、定量限界未満をいう。 
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表3-1-2 生活環境項目に係る環境基準 

   類 型 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

   利用目的の 

     適応性 

 

項 目 

水 道 １級 

自然環境保

全及びＡ以

下の欄に掲

げるもの 

水 道 ２級 

水 産 1 級 

水浴及びＢ 

以下の欄に

掲げるもの 

水 道 ３級 

水 産 ２級 

及びＣ以下

の欄に掲げ

るもの 

水 産 ３級 

工業用水１ 

級及びＤ以

下の欄に掲

げるもの 

 工業用水 

 ２    級 

農業用水及

びＥの欄に

掲げるもの 

 

 工業用水 

 ３  級 

 環境保全 

基 
 

準 
 

値 

水素イオン 

濃      度 

（ｐＨ） 

6.5以上 

8.5以下 

6.5以上 

8.5以下 

6.5以上 

8.5以下 

6.5以上 

8.5以下 

6.5以上 

8.5以下 

6.5以上 

8.5以下 

生物化学的 

酸素要求量 

（ＢＯＤ） 

1ｍｇ/ L 

以 下 

2ｍｇ/ L 

以 下 

3ｍｇ/ L 

以 下 

5ｍｇ/ L 

以 下 

8ｍｇ/ L 

以 下 

10ｍｇ/ L 

以 下 

浮遊物質量 

（ＳＳ） 

25ｍｇ/ L 

以 下 

25ｍｇ/ L 

以 下 

25ｍｇ/ L 

以 下 

50ｍｇ/ L 

以 下 

100ｍｇ/ L 

以 下 

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこと 

溶存酸素量 

（ＤＯ） 

7.5ｍｇ/ L 

以 上 

7.5ｍｇ/ L 

以 上 

5ｍｇ/ L 

以 上 

5ｍｇ/ L 

以 上 

2ｍｇ/ L 

以 上 

2ｍｇ/ L 

以 上 

大腸菌群数 

 50 MPN 

  /100 mL 

  以 下 

1,000 MPN 

  /100 mL 

  以 下 

5,000 MPN 

  /100 mL 

  以 下 

－ － － 

対象水域等 
対象水域及びその水域が該当する水域類型並びに達成期間は別表(3-1-

3)のとおりとする。 

（備考）1 基準値は、日間平均値とする。 

2 農業用利水点については、水素イオン濃度6.0以上7.5以下、溶存酸素量5mg/L以上とする。 

（注）1 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2  水道1級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

  水道2級：沈でんろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

  水道3級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

3 水産1級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産2級及び水産3級の水産生物用 

  水産2級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産3級の水産生物用 

  水産3級：コイ、フナ等β-中腐水性水域の水産生物用 

4 工業用水1級：沈でん等による通常の浄水操作を行うもの 

  工業用水2級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 

  工業用水3級：特殊の浄水操作を行うもの 

5 環境保全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む）において不快感を生じない限度 

 

表3-1-3 水生生物の保全に関する項目に係る環境基準 

類 型 水生生物の生息状況の適応性 

基 準 値 

全亜鉛 
ノニル       

フェノール 

直鎖アルキルベンゼンスルホ

ン酸及びその塩（ＬＡＳ） 

生物Ａ 
イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生

生物及びこれらの餌生物が生息する水域 

0.03ｍｇ/Ｌ

以下 

0.001ｍｇ/Ｌ  

以下 
0.03ｍｇ/Ｌ以下 

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲げる水

生生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育

場として特に保全が必要な水域 

0.03ｍｇ/Ｌ

以下 

0.0006ｍｇ/Ｌ 

以下 
0.02ｍｇ/Ｌ以下 

生物Ｂ 
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及

びこれらの餌生物が生息する水域 

0.03ｍｇ/Ｌ

以下 

0.002ｍｇ/Ｌ  

以下 
0.05ｍｇ/Ｌ以下 

生物特Ｂ 

生物Ａ，又は生物Ｂの水域のうち、生物Ｂの

欄に掲げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は

幼稚仔の生育場として特に保全が必要な水域 

0.03ｍｇ/Ｌ

以下 

0.002ｍｇ/Ｌ  

以下 
0.04ｍｇ/Ｌ以下 

（備考）1 基準値は、年間平均値とする。 
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表3-1-4 対象水域及びその水域が該当する水域類型並びに達成期間 

水域類型 

指定日 

環境基準における水域類型指定 

水 域 河 川 当該類型 達成期間 

平成21年6月30日 寝屋川 古 川 Ｄ ロ 

 

（注）1 古川については全域が対象となっている。 

2 達成期間の分類は次のとおりである。 

(1) 「イ」は直ちに達成 

(2) 「ロ」は5年以内に可及的速やかに達成 

(3) 「ハ」は5年を超える期間で可及的速やかに達成 

 

 

 

第２節 公共用水域等の汚濁状況 

第１ 環境基準等の達成状況 

令和元年度における市域内の公共用水域の水質調査は、 

１河川の１地点について年４回実施しました(図3-1-1)。 

１ 健康項目 

人の健康の保護に関する項目である、カドミウム等の   

26項目の調査を行ったところ、環境基準を達成していま 

した。 

２ 生活環境項目 

生活環境の保全に関する項目のうち河川の代表的な汚 

濁指標とされている生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ)につ 

いて、環境基準を達成していました。 (表3-1-5、表3-1-6)。 

                                  

図

3

図3-1-1 採水地点 

 

表3-1-5 ＢＯＤに係る環境基準達成状況 

公 共 用 水 域 測 定 地 点 
ＢＯＤ 

（平均値） 

ｍｇ／Ｌ 

環境基準の達成状況 

類 型 ｍ／ｎ値 適 否 

古 川 新 古 川 橋 1.8 Ｄ 0／4 ○ 

（注）環境基準に対する適否の判定は、基準値を超える検体数（m）の調査対象検体数（n）に対する割合（m/n）

が25％以下であるものを適合（○）としている。 
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表3-1-6 公共用水域の生活環境項目の環境基準値を超えた割合（ＢＯＤ） 

年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

  

    区 分 

 

 

 

 

 

 

 公共用 

   水域名 

 

 

調 

査 

対 

象 

検 

対 

数 

 

 

(n) 

 

 環検 

 境 

 基 

 準 

 値体 

 を 

 超 

 え 

 た数 

 (m) 

 

割 

 

 

 

 

合 

 

(％) 

 

(m/n) 

 

調 

査 

対 

象 

検 

対 

数 

 

 

(n) 

 

 環検 

 境 

 基 

 準 

 値体 

 を 

 超 

 え 

 た数 

 (m) 

 

割 

 

 

 

 

合 

 

(％) 

 

(m/n) 

 

調 

査 

対 

象 

検 

対 

数 

 

 

(n) 

 

 環検 

 境 

 基 

 準 

 値体 

 を 

 超 

 え 

 た数 

 (m) 

 

割 

 

 

 

 

合 

 

(％) 

 

(m/n) 

 

調 

査 

対 

象 

検 

対 

数 

 

 

(n) 

 

 環検 

 境 

 基 

 準 

 値体 

 を 

 超 

 え 

 た数 

 (m) 

 

割 

 

 

 

 

合 

 

(％) 

 

(m/n) 

 

調 

査 

対 

象 

検 

対 

数 

 

 

(n) 

 

 環検 

 境 

 基 

 準 

 値体 

 を 

 超 

 え 

 た数 

 (m) 

 

割 

 

 

 

 

合 

 

(％) 

 

(m/n) 

 古    川  12 0 0.0 12 0 0.0 8 0 0.0 4 0 0.0 4 0 0.0 

 

 

第２ 公共用水域の水質調査 

１ 公共用水域の概況 

本市には２河川があり、そのうち淀川は大阪の代表的な河川で、市域内には４つの浄水場が存在し、京阪神地

域の重要な水源となっています。一方、古川は寝屋川市並びに門真市との境界を流れており、生活排水等の影響

も多く、都市排水路的な性格がみられます。また、市内を流れる西三荘都市下水路及び中小の水路については下

水道の整備に伴い、農業用水として利用している時期を除いて水量が減少しています。 

２ 水質の状況 

(１) 健康項目について、測定地点である古川（新古川橋）で、環境基準を達成しています(表3-1-6)。 

(２) 生活環境項目のうちＢＯＤについてみると、ここ数年、ほぼ横ばいの傾向にあり、環境基準を達成してい

ます。(表3-1-7、図3-1-2)。 

 

 

古川に生息している鴨 
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表3-1-7 令和元年度公共用水域調査結果 

測定地点 

項 目 
古川（新古川橋） 

一
般
項
目 

生 

活 

環 

境 

項 

目 

 

気       温 （℃） 28.1 31.0 15.4 8.0 

水       温 （℃） 26.1 27.2 21.1 12.8 

透      視      度 （㎝） 56 >100 80 >100 

水素イオン濃度(pH)  7.8 7.2 7.0 6.8 

溶  存  酸  素  量 （mg/L） 10 5.7 5.6 2.4 

生物化学的酸素要求量 （mg/L） 2.5 0.7 1.1 3.0 

浮  遊  物  質  量 （mg/L） 11 5 3 2 

大 腸 菌 群 数 (MPN/100mL) 1.7×10３ 3.3×10３ 1.7×10３ 4.9×10２ 

全   窒   素 （mg/L） 6.3 2.2 8.7 9.6 

全       燐 （mg/L） 0.12 0.093 0.21 0.12 

全   亜   鉛 （mg/L）  0.014   

ノ ニ ル フ ェ ノ ー ル（mg/L）  <0.00006   

直鎖アルキルベンゼン

スルホン酸及びその塩 
(mg/L)  <0.0006   

健 

康 

項 

目 

カ ド ミ ウ ム （mg/L）  <0.0003   

全 シ ア ン （mg/L）  不検出   

鉛 （mg/L）  <0.005   

六 価 ク ロ ム （mg/L）  <0.02   

砒 素 （mg/L）  <0.005   

総 水 銀 （mg/L）  <0.0005   

Ｐ Ｃ Ｂ （mg/L）  不検出   

トリクロロエチレン （mg/L）  <0.01   

テトラクロロエチレン （mg/L）  <0.0005   

ジ ク ロ ロ メ タ ン （mg/L）  <0.002   

四 塩 化 炭 素 （mg/L）  <0.0002   

1 , 2 - ｼ ﾞ ｸ ﾛ ﾛ ｴ ﾀ ﾝ （mg/L）  <0.0004   

1 , 1 , 1 - ﾄ ﾘ ｸ ﾛ ﾛ ｴ ﾀ ﾝ （mg/L）  <0.0005   

1 , 1 , 2 - ﾄ ﾘ ｸ ﾛ ﾛ ｴ ﾀ ﾝ （mg/L）  <0.0006   

1 , 1 - ｼ ﾞ ｸ ﾛ ﾛ ｴ ﾁ ﾚ ﾝ （mg/L）  <0.002   

シス 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ （mg/L）  <0.004   

1 , 3 - ｼ ﾞ ｸ ﾛ ﾛ ﾌ ﾟ ﾛ ﾍ ﾟ ﾝ （mg/L）  <0.0002   

チ ウ ラ ム （mg/L）  <0.0006   

シ マ ジ ン （mg/L）  <0.0003   

ﾁ ｵ ﾍ ﾞ ﾝ ｶ ﾙ ﾌ ﾞ （mg/L）  <0.002   

ベ ン ゼ ン （mg/L）  <0.001   

セ レ ン （mg/L）  <0.002   

1 , 4－ ジ オ キ サ ン（mg/L）  <0.005   

ほ う 素 （mg/L）  <0.02   

ふ っ 素 （mg/L）  0.14   

硝酸性窒素及び   

亜硝酸性窒素 
（mg/L）  1.4   
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  図 3-1-2 公共用水域のＢＯＤ年平均値の推移 
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第３ 地下水の水質調査 

市域の全体的な地下水質の概況を把握するため４地点の井戸水について、府の地下水質測定計画に準じ

て、カドミウム等の27項目の項目の水質測定を実施しました。 

国では、環境基本法（平成5年法律第91号）第16条の規定に基づく水質汚濁に係る環境上の条件のうち

「地下水の水質に係る環境基準について」平成9年3月13日に環境告示第10号で告示しました。 

地下水質の環境基準は表3-1-8のとおりで、水質調査結果は大宮地区においてクロロエチレンが検出さ

れました。その他の地点では、すべての項目で環境基準を下回っていました(表3-1-9)。 

 

 

表3-1-8 地下水質環境基準 

項    目 環 境 基 準 値 

カ ド ミ ウ ム 0.003 ㎎/L以下 

全 シ ア ン 検出されないこと 

鉛 0.01 ㎎/L以下 

六 価 ク ロ ム 0.05 ㎎/L以下 

砒         素 0.01 ㎎/L以下 

総   水   銀 0.0005 ㎎/L以下 

ア ル キ ル 水 銀 検出されないこと 

Ｐ   Ｃ   Ｂ 検出されないこと 

トリクロロエチレン 0.01 ㎎/L以下 

テトラクロロエチレン 0.01 ㎎/L以下 

ジ ク ロ ロ メ タ ン 0.02 ㎎/L以下 

四 塩 化 炭 素 0.002 ㎎/L以下 

ク ロ ロ エ チ レ ン 0.002 ㎎/L以下 

１，２－ジクロロエタン 0.004 ㎎/L以下 

１，１，１－トリクロロエタン 1 ㎎/L以下 

１，１，２－トリクロロエタン 0.006 ㎎/L以下 

１，１－ジクロロエチレン 0.1 ㎎/L以下 

１，２－ジクロロエチレン 0.04 ㎎/L以下 

１，３－ジクロロプロペン 0.002 ㎎/L以下 

チ ウ ラ ム 0.006 ㎎/L以下 

シ マ ジ ン 0.003 ㎎/L以下 

チ オ ベ ン カ ル ブ 0.02 ㎎/L以下 

ベ ン ゼ ン 0.01 ㎎/L以下 

セ   レ   ン 0.01 ㎎/L以下 

1 , 4 - ジ オ キ サ ン 0.05 ㎎/L以下 

ほ   う   素 0.8 ㎎/L以下 

ふ   っ   素 1 ㎎/L以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 ㎎/L以下 

 

（注）１ 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

２ 「検出されないこと」とは、定量限界未満をいう。 
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表3-1-9 令和元年度地下水質調査結果 

地 区 

項 目 
大久保地区 大日地区 八雲地区 大宮地区 

一
般
項
目 

気               温 （℃） 29.2 32.5 31.9 32.3 

水 温 （℃） 17.5 18.3 22.5 18.5 

水素イオン濃度(pH)  7.1 6.9 7.5 7.1 

透 視 度 （㎝） >100 >100 >100 >100 

環 
 

境 
 

基 
 

準 
 

項 
 

目 

カ ド ミ ウ ム （mg/L） <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 

全 シ ア ン （mg/L） 不検出 不検出 不検出 不検出 

鉛 （mg/L） <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

六 価 ク ロ ム （mg/L） <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 

砒 素 （mg/L） <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

総 水 銀 （mg/L） <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 

Ｐ Ｃ Ｂ （mg/L） 不検出 不検出 不検出 不検出 

トリクロロエチレン （mg/L） <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

テトラクロロエチレン （mg/L） <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 

ジ ク ロ ロ メ タ ン （mg/L） <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

四 塩 化 炭 素 （mg/L） <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 

ク ロ ロ エ チ レ ン （mg/L） 0.0006 <0.0002 <0.0002 0.018 

1 , 2 - ｼ ﾞ ｸ ﾛ ﾛ ｴ ﾀ ﾝ （mg/L） <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 

1 , 1 , 1 - ﾄ ﾘ ｸ ﾛ ﾛ ｴ ﾀ ﾝ （mg/L） <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 

1 , 1 , 2 - ﾄ ﾘ ｸ ﾛ ﾛ ｴ ﾀ ﾝ （mg/L） <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 

1 , 1 - ｼ ﾞ ｸ ﾛ ﾛ ｴ ﾁ ﾚ ﾝ （mg/L） <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

1 , 2 - ｼ ﾞ ｸ ﾛ ﾛ ｴ ﾁ ﾚ ﾝ （mg/L） <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

1 , 3 - ｼ ﾞ ｸ ﾛ ﾛ ﾌ ﾟ ﾛ ﾍ ﾟ ﾝ （mg/L） <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 

チ ウ ラ ム （mg/L） <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 

シ マ ジ ン （mg/L） <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 

ﾁ ｵ ﾍ ﾞ ﾝ ｶ ﾙ ﾌ ﾞ （mg/L） <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

ベ ン ゼ ン （mg/L） <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

セ レ ン （mg/L） <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

1 , 4－ ジ オ キ サ ン（mg/L） <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

ほ う 素 （mg/L） 0.09 0.03 0.06 0.15 

ふ っ 素 （mg/L） 0.33 0.09 0.10 0.16 

硝酸性窒素及び   

亜硝酸性窒素 
（mg/L） <0.08 <0.08 <0.08 <0.08 

 

備考  アルキル水銀については、原則として総水銀が0.0005 mg/Lを超えた場合のみ測定を行うが、いずれの 

    地点でも定量限界以下であった。 
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第 ２ 章 水 質 汚 濁 対 策 

第１節 法律・条例に基づく規制 

第１ 規制の概要 

本市では、水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法(以下「瀬戸内海法」という。)及び大阪府

生活環境の保全等に関する条例に基づき、特定施設または届出施設を設置する工場・事業場への規制及

び公共用水域への排出水についての規制を行っています。 

1日当たりの最大排水量が50 ｍ３以上の特定事業場において特定施設の新・増設、構造の変更等を行 

う場合には、瀬戸内海法に基づき許可を要することとされ、併せて事前評価を実施することとなってい

ます。 

1日当たりの最大排水量が50 ｍ３未満の特定事業場及び届出施設を設置する事業場にあっては、それ

ぞれ水質汚濁防止法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、特定施設及び届出施設の新・

増設、構造の変更等を行う場合には届出を行うべきものとされています。 

また、上乗せ条例により、水質汚濁防止法に定める一律基準より厳しい排水基準を定めるとともに、

大阪府生活環境の保全等に関する条例において汚水に係る規制基準を設定して濃度規制を行っています。  

さらに、1日当たりの平均排水量が50 ｍ３以上の特定事業場については、濃度規制に加えて化学的酸素

要求量(ＣＯＤ)、窒素含有量及びりん含有量について、「化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有

量に係る総量削減計画」に基づき総量規制を行っています。 

平成24年6月1日に水質汚濁防止法の一部が改正されたことにより、届出対象施設が拡大され、公共用

水域に排出しない施設であっても、同法施行令第2条に規定する物質を使用及び貯蔵する場合には、新

たに届出が必要となりました。この改正により、有害物質使用特定施設・有害物質貯蔵指定施設に、構

造等に関する基準遵守義務及び定期点検の義務が創設されました。   

なお平成 25 年 1 月 1 日より、大阪版地方分権推進制度により、水質汚濁防止法に基づく権限が大阪

府より本市に移譲されました。 

 

第２ 水質汚濁防止法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく規制 

水質汚濁防止法の規制対象は、排水を公共用水域に排出している特定施設及び有害物質を使用・貯蔵

等する特定施設です。現在、特定施設としては、同法施行令第1条で水質汚濁防止を図る上で必要な施

設が指定されています。 

排水基準は、排出水の汚染状態について、汚水指標ごとの許容限度であり、国が定める一律基準と都

道府県が条例で定める上乗せ基準とがあります。 

規制対象となる有害物質は、同法施行令第2条に規定する物質です。 

 

第２節 特定(届出)施設の設置工場・事業場の現状 

第１ 公共用水域に排出している事業場の現状 

水質汚濁防止法、瀬戸内海法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく許可及び届出工場・

事業場数は、令和2年3月31日現在３であり、総排水量は50,655 m3/日です。 

 

第２ 公共用水域に排出していない事業場の現状 

水質汚濁防止法に基づく、有害物質使用特定施設・有害物質貯蔵指定施設を設置している事業場数は 
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令和2年3月31日現在23であり、届出状況は表3-2-1のとおりです。 

 

表3-2-1 有害物質使用特定施設・有害物質貯蔵指定施設に関する届出状況 

 設置（新設） 使用（既設） 変更 廃止 氏名変更 承継 

水質汚濁防止法に 

基づく届出件数 
0 0 0 2 1 0 

  

表 3-2-2 有害物質使用特定施設・有害物質使用特定施設の設置数 

有 害 物 質 使 用 特 定 施 設 
有害物質貯蔵

指定施設 

廃ガス  

洗浄施設 

酸又はアル

カリによる    

表面処理 

施設 

電気 

めっき 

施設 

写真現像の

用に供する

自動式フィ

ルム 

洗濯業の用

に供する 

洗浄施設 

洗 浄 

施 設 

トリクロロエチレン、

テトラクロロエチレン

又はジクロロメタンに

よる洗浄施設 

有害物質貯蔵

指定施設 

14 23 9 1 1 26 15 8 

 

第３節 水質汚濁対策 

本市における水質保全対策については、水質汚濁防止法、瀬戸内海法及びに大阪府生活環境の保全等に

関する条例に基づく工場等の排水規制を行い、環境基準の「あてはめ」のないものについては、寝屋川水

域（Ｄ類型）の数値を行政目標として、市域内河川及び水路の監視を行っています。 

特に発生源対策としての工場立入調査については、大阪府の助言のもとで、排出水の採取検査、汚水処

理施設の適切な維持管理等排水基準の遵守について指導を行うとともに、総量規制基準の遵守状況、水質

自動計測器の維持管理等の調査、指導を行っています。今後とも河川及び水路の監視強化の徹底を図り、

水質保全に努めていきます。 

 

第４節 地下水汚染対策 

水質汚濁防止法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、有害物質を使用している工場・事

業場に対して、有害物質を含む水を地下浸透しないよう、特定施設等の適正な管理・使用等について規

制・指導を行い、地下水汚染の未然防止に努めています。 

市域の概況調査として、毎年４カ所の井戸を選定し地下水の状況把握を行っています。一方、企業の自

主的な調査により過去に使用されたトリクロロエチレン等の有機塩素系化合物による地下水汚染が判明し

た事業場については、事業場の自主的な浄化対策について指導していくとともに、周辺地域の地下水汚染

の状況について継続して監視を行っています。 
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第 １ 章  騒 音 ・ 振 動 の 現 況  

第１節 騒音・振動の概況 

騒音は各種公害の中でも日常生活に身近であるため問題となりやすく、感覚的であり慣れや個人差、また

生活様式が多様化していることもあり、知らず知らずのうちに他人に迷惑をかけていることがあります。 

振動は感覚的被害とともに壁、タイルのひび割れや瓦のずれなど財産的被害を伴うこともあります。 

本市は大阪市の北東に隣接しているため、早くから都市化が進み、一般国道1号を始めとする幹線道路が

貫き、交通量の増大や車両の大型化が進行していたことから、自動車による騒音や振動、また住工混在によ

る工場等からの騒音・振動が問題となっていましたが、現在ではそれに加え、建設工事やスナック等のカラ

オケ騒音など、発生源も多様化しています。 

 

第２節 環境騒音の状況 

環境基本法第16条の規定に基づき、騒音に係る環境上の条件について生活環境を保全し、人の健康の保護

に資する上で維持されることが望ましい基準として「騒音に係る環境基準」が定められています（表4-1-1）。 

本市の環境騒音の状況は表4-1-2、図4-1-1のとおりで、測定地点は道路に面しない地域６地点とし、騒音

の測定は昼間、夜間各２回の10分間測定を行っています。 

令和元年度における環境基準の達成状況は、道路に面しない地域では、昼間、夜間ともに100％でした

（表4-1-3）。 

また、道路に面しない地域における支配的音源は、昼間では自動車音及び特殊音がそれぞれ33.3％、夜間

では自然音が100％を占めていました（図4-1-2）。 

 

第３節 自動車騒音・道路交通振動の状況 

自動車交通は、都市における主要な騒音・振動の発生源となっており、交通量の増大、車両の大型化に伴

い、幹線道路はもとより生活道路にも影響を及ぼしています。 

自動車騒音の限度、道路交通振動の限度を表4-1-4、表4-1-5に示しました。 

市内における主要幹線道路を対象とし、自動車騒音の常時監視（面的評価）を実施しています。道路に面

する地域における環境基準の達成状況（面的評価）は表4-1-6のとおりです。守口市全体の環境基準の達成状

況は、「昼（午前6時～午後10時）・夜（午後10時～午前6時）とも基準値以下」は91.0％であり、「昼のみ

基準値以下」は3.6％、「夜のみ基準値以下」は0.2％、「昼夜とも基準値超過」は5.1％でした。なお、令和

元年度の面的評価では、沿道の13,984戸を評価対象としています。 

市内幹線道路について8地点を選定し、地点ごとに3日間の連続測定を行い、併せて交通量調査を実施して

います(表4-1-8、図4-1-3)。 

自動車騒音の要請限度は平成12年3月、中央値から等価騒音レベルへの評価手法の変更等の改正がなされ、

同年4月に施行されました。 

令和元年度の本市の状況は、測定したすべての道路で要請限度以下でした。 
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表4-1-1 騒音に係る環境基準の類型ごとに当てはめる地域の指定 
平成24年3月30日 

守口市告示第84号    

地

域

の

類

型 

基  準  値 

該 当 地 域 昼  間 

午前6時から 

午後10時まで 

夜  間 

午後10時から翌日 

の午前6時まで 

Ａ 55ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 45ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 

 

本市の区域のうち、都市計画法（昭和43年法律第100

号。以下「法」という。）第８条第１項第１号に掲げ

る第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専

用地域として定められた区域 

 

Ｂ 55ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 45ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 

 

本市の区域のうち、法第８条第１項第１号に掲げる

第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域とし

て定められた区域 

 

Ｃ 60ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 50ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 

 

本市の区域のうち、法第８条第１項第１号に掲げる

近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域と

して定められた区域 

 

 

 

 

ただし、道路に面する地域については、上表によらず次表の基準値の欄に揚げるとおりとなります。 

地 域 の 区 分 基  準  値 

 昼  間 

午前6時から 

午後10時まで 

夜  間 

午後10時から翌日 

の午前6時まで 

Ａ地域のうち2車線 

以上の車線を有する 

道路に面する地域 
60ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 55ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 

Ｂ地域のうち2車線 

以上の車線を有する 

道路に面する地域及 

びＣ地域のうち車線 

を有する道路に面す 

る地域 

65ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 60ﾃﾞｼﾍﾞﾙ以下 
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この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特例と  

して次表の基準値の欄に揚げるとおりとなります。 

 

基   準   値 

昼  間 

午前6時から 

午後10時まで 

夜  間 

午後10時から翌日 

の午前6時まで 

70デシベル以下 65デシベル以下 

備考 個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉め

た生活が営まれていると認められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準

（昼間にあっては45デシベル以下、夜間にあっては40デシベル以下）による

ことができる。 
     注 

(1)「幹線交通を担う道路」とは次に揚げる道路をいうものとする。 

① 道路法（昭和２７年法律第180号）第３条に規定する高速自動車国道、一般国道、 

府道及び市町村道（市町村道にあっては、４車線以上の区間に限る）。 

② ①に揚げる道路を除くほか、道路運送法（昭和２６年法律第183号）第２条第９項に 

規定する一般自動車道であって都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第49号）第７条 

第１号に揚げる自動車専用道路 

(2)「幹線交通を担う道路に近接する空間」とは、次の車線数の区分に応じ道路端からの距離 

によりその範囲を特定するものとする。 

①  ２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路  15メートル 

②  ２車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路 20メートル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内幹線道路における騒音・振動調査の様子 
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表4-1-2 令和元年度環境騒音測定結果 

道路に面しない地域 

番 

号 
測定場所 用途地域 

類 

型 

騒音レベル 

(昼 間) 

基準 

適否  

Leq 

支配的 

音 源 

騒音レベル 

(夜 間) 

基準 

適否 

Leq 

支配的 

音 源 

土 地 

利用の 

実 態 

Leq Ｌ50   Leq Ｌ50    

１ 弥冶右衛門碑前公園 二 種 Ａ 43 39 55 ○ 1 44 37 45 ○ 5 13 

２ 大日東公園 三 種 Ｃ 46 44 60 ○ 1 43 41 50 ○ 5 13 

３ 下島公園 二 種 Ａ 51 50 55 ○ 6 42 42 45 ○ 5 13 

４ 東郷北公園 三 種 Ｃ 51 51 60 ○ 3 46 45 50 ○ 5 13 

５ 松月公園 二 種 Ｂ 46 44 55 ○ 6 40 38 45 ○ 5 13 

６ 平代うさぎ公園 二 種 Ｂ 50 48 55 ○ 7 45 43 45 ○ 5 13 

支配的音源 

1  自動車音 

2  自動車以外の道路音 

3  工場・事業所等の音 

4  家庭音 

5  自然音 

6  特殊音 

ア 航空機 

イ 鉄道 

ウ 建設作業 

7  その他の音 

8  不特定音 

土地利用の実態 

1  低密住宅 

2  高密住宅 

3  中高層住宅団地 

4  住宅・商業 

5  住宅・業務 

6  住宅・工業 

7  商業・業務 

8  路線商業 

9  工業 

10 文教（学校） 

11 厚生（病院） 

12 官公庁 

13 公園・緑地 

14 空地 

15 その他 
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図 4-1-1 令和元年度環境騒音測定地点（道路に面しない地域）
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表 4-1-3 環境基準達成状況  

道路に面しない地域 

時間区分 

地域の区分 

昼  間 夜  間 合  計 

 調査地点数 適合地点数 適合率(％) 調査地点数 適合地点数 適合率％ 調査地点数 適合地点数 適合率(％) 

住 居 系 地 域 4 4 100.0 4 4 100.0 8 8 100.0 

準 工 業 系 地 域 2 2 100.0 2 2 100.0 4 4 100.0 

計 6 6 100.0 6 6 100.0 12 12 100.0 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.3% 16.7%

100.0%

33.3% 16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

夜間

昼間

自動車 工場・事業場 自然音 特殊音 不特定音・その他

図4-1-2 道路に面しない地域の支配的音源の割合
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表4-1-4 自動車騒音の要請限度 

区 域 の 区 分 

時 間 の 区 分 

昼  間 

午前６時から 

午後10時まで 

夜  間 

午後10時から翌日の 

午前６時まで 

１ 
ａ区域及びｂ区域のうち１車線を有

する道路に面する区域 
65デシベル 55デシベル 

２ 
ａ区域のうち２車線以上の車線を有

する道路に面する地域 
70デシベル 65デシベル 

３ 

ｂ区域のうち２車線以上の車線を有

する道路に面する区域及びｃ区域の

うち車線を有する道路に面する区域 

75デシベル 70デシベル 

 

上表に上げる区域のうち幹線交通を担う道路に近接する区域（2車線以下の車線を有する道路の場合は

道路の敷地の境界線から15ｍ、2車線を越える車線を有する道路の場合は道路の敷地の境界線から20ｍま

での範囲を言う。）に係る限度は上表にかかわらず、昼間においては75デシベル、夜間においては70デシ

ベルとする。 

（注）ａ区域、ｂ区域、ｃ区域とはそれぞれ次の各号に揚げる区域として守口市長が定めた区域をいう。 

（１） ａ区域：専ら住居の用に供される区域 

（第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域） 

（２） ｂ区域：主として住居の用に供される区域 

 （第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域並びに用途地域の指定のない地域） 

（３） ｃ区域：相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される区域 

     （近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域） 

 

表4-1-5 道路交通振動の限度 

時間の区分 

区域の区分 
昼  間 

(午前６時から午後９時まで） 

夜  間 

（午後９時から翌日の午前６時まで） 

第 １ 種 区 域 65ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 60ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

第 ２ 種 区 域 70ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 65ﾃﾞｼﾍﾞﾙ 

 

（１）第１種区域 

    都市計画法第2章の規定により定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、及び

準住居地域並びに同法第８条第１項第１号に規定する用途地域の指定のない地域 

（２）第２種区域 

    都市計画法第2章の規定により定められた近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域 
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表4-1-6 道路に面する地域における環境基準の達成状況（面的評価）      （令和元年度評価区間） 

評価区間 

面的評価結果（戸数） 面的評価結果（%） 

評価対象 

住居等戸数 

①+②+③+④ 

昼夜とも 

基準値以下 

① 

昼のみ 

基準値以下 

② 

夜のみ 

基準値以下 

③ 

昼夜とも 

基準値超過 

④ 

評価対象 

住居等戸数 

①+②+③+④ 

昼夜とも基準

値以下 

昼のみ基準値

以下 

夜のみ基準値

以下 

昼夜とも基準

値超 

北大日竜田線 

2015-60490-1 1078 1078 0 0 0 100 100 0.0 0.0 0.0 

2015-60490-2 282 282 0 0 0 100 100 0.0 0.0 0.0 

2015-60490-3 1075 1075 0 0 0 100 100 0.0 0.0 0.0 

金田門真停車場線 2015-60500-1 727 727 0 0 0 100 100 0.0 0.0 0.0 

平野守口線 
2015-60530-1 398 398 0 0 0 100 100 0.0 0.0 0.0 

2015-60530-2 312 312 0 0 0 100 100 0.0 0.0 0.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 0% 20% 40% 60% 80% 100%

2015-60530-2

2015-60530-1

2015-60500-1

2015-60490-3

2015-60490-2

2015-60490-1

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

図4-1-3 道路に面する地域における環境基準の達成状況（令和元年度評価区間）

昼夜とも基準値以下

昼のみ基準値以下

夜のみ基準値以下

昼夜とも基準値超
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表4-1-7 道路に面する地域における環境基準の達成状況（面的評価）        （守口市全体）                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75% 80% 85% 90% 95% 100%

非近接空間

近接空間

全体

95.1 

83.5

91.0 

1.7

7.2

3.6

0.7

0.2

3.2

8.6

5.1

図4-1-4 道路に面する地域における環境基準の達成状況（守口市全体）

昼夜とも基準値以下

昼のみ基準値以下

夜のみ基準値以下

昼夜とも基準値超過

項  目 

面的評価結果（戸数） 面的評価結果（％） 

評価対象  

住居等戸数 

昼夜とも 

基準値  

以下 

昼のみ 

基準値 

以下 

夜のみ

基準値

以下 

昼夜とも 

基準値  

超過 

評価対象  

住居等戸数 

昼夜とも 

基準値  

以下 

昼のみ 

基準値 

以下 

夜のみ 

基準値 

以下 

昼夜とも

基準値 

超過 

全 体 13,984 12,729 510 33 712 100 91.0 3.6 0.2 5.1 

近接空間 4,946 4,131 355 33 427 100 83.5 7.2 0.7 8.6 

非近接空間 9,038 8,598 155 0 285 100 95.1 1.7 0.0 3.2 
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表4-1-8 令和元年度市内幹線道路騒音・振動調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※騒音の測定は３日間の連続測定・振動の測定は１日の連続測定 

 

  

番号 
道  路  名 

測 定 場 所 

用途

地域 
時間区分 

騒  音 振  動 交 通 量（台／１０分） 

騒音ﾚﾍﾞﾙ 要請限度 適否 振動ﾚﾍﾞﾙ 要請限度 適否 大型車 その他 合計 
大型車 

混入率 

１ 
一般国道 1号 

守口市役所前 
住居 

昼 間 69 75 ○ 37 65 ○ 75 337 412 18.2 

夜 間 68 70 ○ 33 60 ○ ― ― ― ― 

２ 
一般国道 1号 

佐太小学校 
商業 

昼 間 75 75 ○ 41 70 ○ 194 356  550 35.3 

夜 間 70 70 ○ 38 65 ○ ― ― ― ― 

３ 
一般国道１６３号 

大宮南公園前 
住居 

昼 間 65 75 ○ 40 65 ○ 50 237 287 17.4 

夜 間 59 70 ○ 29 60 ○ ― ― ― ― 

４ 
一般国道４７９号 

小春町９番先 
住居 

昼 間 66 75 ○ 37 65 ○ 59 203 262 22.5 

夜 間 60 70 ○ 33 60 ○ ― ― ― ― 

５ 
府道京都守口線      

庭窪中学校 
住居 

昼 間 74 75 ○ 41 65 ○ 65 339 404 16.1 

夜 間 68 70 〇 31 60 ○ ― ― ― ― 

６ 
府道八尾茨木線    

大久保中央公園 
住居 

昼 間 66 75 ○ 33 65 ○ 13 89 102 12.7 

夜 間 74 70 × 22 60 ○ ― ― ― ― 

７ 
府道深野南寺方大阪線 

大気第３測定局前 
準工 

昼 間 69 75 ○ 37 70 ○ 20 90 110 18.2 

夜 間 69 70 ○ 33 65 ○ ― ― ― ― 

８ 
府道北大日竜田線 

八雲小学校前 
住居 

昼 間 63 75 ○ 46 65 ○ 10 49 59 16.9 

夜 間 59 70 ○ 39 60 ○ ― ― ― ― 
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図4-1-3 令和元年度市内幹線道路騒音・振動測定地点 

地図  

番号 
測 定 場 所 道 路 名 

１ 京阪本通２丁目 一 般 国 道 １ 号 

２ 佐太中町６丁目 一 般 国 道 １ 号 

３ 大宮通４丁目 一般国道１６３号 

４ 小春町 一般国道４７９号 

５ 佐太中町４丁目 府道京都守口線 

６ 大久保町４丁目 府道八尾茨木線 

７ 菊水通４丁目 府道深野南寺方大阪線 

８ 八雲西町４丁目 府道北大日竜田線 
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第 ２ 章  騒 音 ・ 振 動 対 策  

第１節 法律・条例に基づく規制 

第１ 規制の概要 

騒音規制法・振動規制法では、住民の生活環境を保全する必要があると認める地域を指定し、この地

域内において工場・事業場の活動並びに建設工事に伴って発生する相当範囲にわたる騒音・振動につい

て必要な規制をするとともに自動車騒音・道路交通振動の大きさが総理府令で定める限度を超えること

により、周辺の生活環境が著しく損なわれていると認めるときは、改善のための措置をとるべきことを

公安委員会、道路管理者に対して要請又は意見を述べることができるとされています。 

第２ 工場・事業場に関する規制 

工場・事業場に係る規制は、指定地域(工業専用地域・飛行場の敷地及び工業用の埋立地を除く)内に

おいて圧延機械や機械プレス等を設置しようとするものはその旨を市長に届け出なければならず、これ

らの工場・事業場から発生する騒音及び振動を規制の対象としています。また、大阪府生活環境の保全

等に関する条例では、原則としてすべての工場・事業場から発生する騒音・振動を規制の対象とし、こ

れらの工場・事業場の敷地境界線における規制基準の遵守を義務付けています。 

本市における特定施設の設置状況は表4-2-1、表4-2-2のとおりです。工場・事業場の新設及び特定施設

が増設される場合は、事前の届出及び必要に応じて防音対策の指導を行い、特定施設のない場合におい

ても、開発における事前協議の段階で紛争防止の観点から事前指導を行っています。 

第３ 特定建設作業に関する規制 

特定建設作業に関する規制は、指定地域内において、くい打機、掘削機械、さく岩機等の特定建設作

業(表4-2-3、表4-2-4)を伴う建設工事を施工しようとするものはその旨を市長に届け出なければならず、

これらの作業から発生する騒音及び振動を規制の対象とし、規制基準・時間制限等の遵守を義務付けて

います（表4-2-5）。 

建設工事は、比較的短期間で終わるものの騒音、振動レベルが高いため苦情の要因となることが多い

ため、開発に伴う事前協議や特定建設作業実施届出書提出時に低騒音・低振動工法を採用し、付近住民

への工事説明及び話し合いを十分行うよう指導しています。 

令和元年度の特定建設作業実施届出書は430件で、そのうち最も多いのが「その他ショベル系掘削機

械を使用する作業」であり、276件でした(表4-2-6)。 

第４ 拡声機の使用等に関する規制 

商業宣伝放送やカラオケ等の音響機器による騒音は、地域によってさまざまな様態をもつ問題であり、

その実情に応じた適切な措置を講ずることが望ましい。 

大阪府生活環境の保全等に関する条例において商業宣伝放送は、使用時間・場所・方法及び音量等に

ついて規制されています。また、スナック・居酒屋でのカラオケによる騒音については、音量・使用時

間(午後11時から翌日午前６時まで禁止)・営業時間(午前零時から午前６時まで準住居地域を除く住居

系地域で禁止)等の規制がされています。 
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表4-2-1 騒音規制法特定施設の届出状況 

 

区 分 

施 設 

平成30年度末 

届出施設数 

令和元年度 

届出施設数 

令和元年度末 

届出施設数 

１ 金 属 加 工 機 械 450 -9 441 

２ 空 気 圧 縮 機 等 836 -18 818 

３ 土 石 用 破 砕 機 等 0 0 0 

４ 織 機 0 0 0 

５ 建設用資材製造機械 0 0 0 

６ 穀 物 用 製 粉 機 0 0 0 

７ 木 材 加 工 機 械 25 -12 13 

８ 抄 紙 機 0 0 0 

９ 印 刷 機 械 102 0 102 

１０ 合成樹脂用射出成形機 181 0 181 

１１ 鋳 型 造 型 機 0 0 0 

計 1,594 -39 1,555  

 

 

 

表4-2-2 振動規制法特定施設の届出状況 

区 分 

施 設 

平成30年度末 

届出施設数 

令和元年度 

届出施設数 

令和元年度末 

届出施設数 

１ 金 属 加 工 機 649 -8 641 

２ 圧 縮 機 274 -10 264 

３ 破 砕 機 0 0 0 

４ 織 機 0 0 0 

５ コンクリートブロックマシン等 0 0 0 

６ 木 材 加 工 機 械 0 0 0 

７ 印 刷 機 械 0 0 0 

８ 
ゴム練用又は合成樹脂練用

ロ ー ル 機 
47 0 47 

９ 合 成 樹 脂 用 射 出 成 型 機 181 0 181 

１０ 鋳 型 造 型 機 0 0 0 

計 1,151 -18 1,133 
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表 4-2-3 騒音に係る特定建設作業 
（騒音規制法第 2 条第 3 項、条例施行規則第 52 条） 

特定建設作業の種類 

届出 

法の 

規制地域 

※条例の 

追加規制地域 

１ くい打機（もんけんを除く。）、くい抜機又はくい打くい抜機（圧入式くい打くい抜

機を除く。）を使用する作業（くい打機をアースオーガーと併用する作業を除く。） 

２ びょう打機を使用する作業 

３ さく岩機を使用する作業（注１） 

４ 空気圧縮機（電動機以外の原動機を用いるものであって、その原動機の定格出力が１

5 キロワット以上のものに限る。）を使用する作業（さく岩機の動力として使用する

作業を除く。） 

５ コンクリートプラント（混練機の混練容量が 0.45 立方メートル以上のものに限

る。）又はアスファルトプラント（混練機の混練重量が 200 キログラム以上のものに

限る。）を設けて行う作業（モルタルを製造するためにコンクリートプラントを設け

て行う作業を除く。） 

６ バックホウ（原動機の定格出力が 80 キロワット以上のものに限る。）を使用する作

業（注２） 

７ トラクターショベル（原動機の定格出力が 70 キロワット以上のものに限る。）を使

用する作業（注２） 

８ ブルドーザー（原動機の定格出力が 40 キロワット以上のものに限る。）を使用する

作業（注２） 

法の 

届出 

条例の 

届出 

９ 6,7 又は 8 に規定する作業以外のショベル系掘削機械（原動機の定格出力が 20 キロワ

ットを越えるものに限る。）、トラクターショベル又はブルドーザーを使用する作業 

10 コンクリートカッターを使用する作業（注１） 

11 鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業 

条例の 

届出 

条例の 

届出 

（注１）作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が５０メートルを

超えない作業に限る。 

（注２）一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして騒音規制法施行令別表第２の規定により環境大臣が指定

するもの（国土交通省が低騒音型建設機械として指定したものが該当します。）を使用する作業を除く。   

（この場合は９の条例での届出を行うことになります。） 

 

 

 

表 4-2-4 振動に係る特定建設作業 
（振動規制法第 2条第 3項、条例施行規則第 52 条） 

特 定 建 設 作 業 の 種 類 

届出 

法の 

規制地域 

※条例の 

追加規制地域 

1.くい打機（もんけん及び圧入式くい打機を除く。）、くい抜機（油圧式くい抜機を除

く。）又はくい打くい抜機（圧入式くい打くい抜機を除く。）を使用する作業 

2.鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業 

3.舗装版破砕機を使用する作業（注） 

4.ブレーカー（手持式のものを除く。）を使用する作業（注） 

法の 

届出 

条例の 

届出 

5.ブルドーザー、トラクターショベル又はショベル系掘削機械（原動機の定格出力が 20

キロワットを超えるものに限る。）を使用する作業 

条例の 

届出 

条例の 

届出 

（注）作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が５０メートルを超

えない作業に限る。 
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表 4-2-5 特定建設作業に係る規制基準 
（騒音規制法第 15 条、振動規制法施行規則第 11 条、条例施行規則第 63 条） 

規制内容 区域区分 規制基準 

特定建設作業の場所の敷地境界上 

における基準値 

1 号 騒音：85 デシベル 

振動：75 デシベル 2 号 

作業可能時刻 
1 号 午前 7 時から午後 7 時 

2 号 午前 6 時から午後 10 時 

最大作業時間 
1 号 一日あたり 10 時間 

2 号 一日あたり 14 時間 

最大作業期間 
1 号 

連続 6 日間 
2 号 

作業日 
1 号 

日曜その他の休日を除く日 
2 号 

区域区分について 

1 号区域：第 1・2 種低層住居専用地域、第 1・2 種中高層住居専用地域、第 1・2 種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、

商業地域、準工業地域、用途指定のない地域 

工業地域及び条例の追加規制地域※のうち学校、保育所、病院、入院施設を有する診療所、図書館、特別養護老

人ホーム及び幼保連携型認定こども園の敷地の周囲 80 メートルの区域内の地域 

2 号区域：工業地域及び条例の追加規制地域※のうち 1号区域以外の地域 

※条例の追加規制地域：工業専用地域の一部、大阪国際空港のうち豊中市及び池田市の区域並びに八尾空港の敷地 

           騒音・振動規制法第 3条第 1項の指定地域の境界から 300m 以内の地先及び水面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

低騒音型の建設機械を示すステッカー              ショベル系掘削機械 
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表4-2-6 特定建設作業の実施の届出状況 

                  年 度 

作業の種類 
21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R１ 

くい打機等を使用する作業 11 1 7 8 4 5 ７ 0 1 6 6 

びょう打機等を使用する作業 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 

さく岩機等を使用する作業 75 104 63 93 161 132 63 117 64 98 111 

空気圧縮機を使用する作業 2 10 11 19 7 9 31 55 0 17 23 

コ ン ク リ ー ト プ ラ ン ト 

等 を 使 用 す る 作 業 
0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

バックホウ（80k w以上） 

を 使 用 す る 作 業 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ト ラ ク タ ー シ ョ ベ ル 

(70kw以上)を使用する作業 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ブ ル ド ー ザ ー 

(40kw以上)を使用する作業 
0 0 0 0 0 0 0 0 2 8 4 

その他のショベル系掘削機械 

を 使 用 す る 作 業 
213 224 227 247 276 305 225 293 272 362 276 

コ ン ク リ ー ト カ ッ タ ー 

を 使 用 す る 作 業 
3 11 8 7 10 18 13 14 8 20 10 

鋼 球 を 使 用 す る 作 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

舗 装 版 破 砕 機 を 

使 用 す る 作 業 
0 0 0 0 2 2 2 1 0 0 0 
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第 １ 章  悪 臭 物 質 の 規 制  

悪臭規制について、工場や事業場の事業活動に伴って発生する悪臭物質の排出を規制することにより、

生活環境を保全し、人の健康を保護するため悪臭防止法が昭和46年6月1日に制定されました。規制手法と

して、22種類の特定悪臭物質ごとに規制基準を定める場合と、臭気指数による場合があり、守口市では特

定悪臭物質ごとの濃度により規制しています。 

大阪府においては、府下全域を規制対象地域として指定し、豊中市、池田市、泉大津市、守口市、枚方

市、八尾市、富田林市、寝屋川市、河内長野市、大東市、和泉市、柏原市、羽曳野市、門真市、摂津市、

藤井寺市、東大阪市、四條畷市、交野市、大阪狭山市、島本町、豊能町、能勢町、忠岡町、太子町、河南

町、千早赤阪村の各市町村の地域においては、表5-1-1に示すように国の定める規制基準の範囲のうち最

も厳しい値を規制基準値としています。 

なお、大阪市・泉佐野市・泉南市・阪南市・田尻町・岬町・堺市・松原市・岸和田市・吹田市、貝塚

市・高石市・熊取町・高槻市・箕面市・茨木市の各市町の地域においては、臭気指数による規制を行って

います。 

 

表 5-1-1 特定悪臭物質と規制基準 

特定悪臭物質の種類 

事業場の敷地 

境界線の規制基準 

(ppm) 

 

に お い の 種 類 

＊ 

 

＊ 

 

 

＊ 

 

 

 

 

 

 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊

＊ 

＊ 

ア ン モ ニ ア 

メ チ ル メ ル カ プ タ ン 

硫 化 水 素 

硫 化 メ チ ル 

二 硫 化 メ チ ル 

ト リ メ チ ル ア ミ ン 

ア セ ト ア ル デ ヒ ド 

ス チ レ ン 

プ ロ ピ オ ン 酸 

ノ ル マ ル 酪 酸 

ノ ル マ ル 吉 草 酸 

イ ソ 吉 草 酸 

ト ル エ ン 

キ シ レ ン 

酢 酸 エ チ ル 

メ チ ル イ ソ ブ チ ル ケ ト ン 

イ ソ ブ タ ノ ー ル 

プ ロ ピ オ ン ア ル デ ヒ ド 

ノ ル マ ル ブ チ ル ア ル デ ヒ ド 

イ ソ ブ チ ル ア ル デ ヒ ド 

ノ ル マ ル バ レ ル ア ル デ ヒ ド 

イ ソ バ レ ル ア ル デ ヒ ド 

1 

0.002 

0.02 

0.01 

0.009 

0.005 

0.05 

0.4 

0.03 

0.001 

0.0009 

0.001 

10 

1 

3 

1 

0.9 

0.05 

0.009 

0.02 

0.009 

0.003 

し尿のようなにおい 

腐った玉ねぎのようなにおい 

腐った卵のようなにおい 

腐ったキャベツのようなにおい 

腐ったキャベツのようなにおい 

腐った魚のようなにおい 

青ぐさい刺激臭 

都市ガスのようなにおい 

すっぱいような刺激臭 

汗くさいにおい 

むれたくつ下のようなにおい 

むれたくつ下のようなにおい 

ガソリンのようなにおい 

ガソリンのようなにおい 

刺激的なシンナーのようなにおい 

刺激的なシンナーのようなにおい 

刺激的な発酵したにおい 

刺激的な甘酸っぱい焦げたにおい 

刺激的な甘酸っぱい焦げたにおい 

刺激的な甘酸っぱい焦げたにおい 

むせるような甘酸っぱい焦げたにおい 

むせるような甘酸っぱい焦げたにおい 

（注） ＊印の特定物質については、煙突等の排出口における規制基準が設定されています。 
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第 ２ 章 屋外燃焼行為の規制 

ゴム・皮革・ピッチ・合成樹脂などその燃焼に伴って著しくばい煙、悪臭を発生させる物質を屋外で多

量に燃焼させる行為は、悪臭防止法および大阪府生活環境の保全等に関する条例により規制されています。 

守口市内では、紙、木屑、合板など事業所からの廃棄物をドラム缶等により焼却処分されることがあり、

住居の密集化とともに、住居環境に好ましくない影響をもたらすことがあります。苦情の内容は、煙によ

る不快臭の訴えが大部分で、法律・条例に該当しない程度のものが多くなっています。 

屋外燃焼行為によるもの等悪臭による苦情件数は、第7部「公害苦情」に記載しています。 

 

 

 

 

 

ドラム缶での焼却                基準を満たさない焼却炉で焼却 
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第 １ 章  ダ イ オ キ シ ン 類 対 策  

ダイオキシン類については、「ダイオキシン類対策特別措置法」(平成 11 年 7 月法律第 105 号)が平成

12 年 1 月 15 日に施行されました。この法律では、ダイオキシン類とは、ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオ

キシン、ポリ塩化ジベンゾフラン、コプラナーＰＣＢと定義し、大気、水質、土壌について環境基準(表

6-1-1)が設定されています。 

表 6-1-1 ダイオキシン類の環境基準 

媒  体 基  準  値 

大  気 0.6 pg-TEQ/m3以下 

土  壌 1000 pg-TEQ/g 以下 

水  質 1 pg-TEQ/L 以下 
備 考 

1 基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

2 大気及び水質の基準値は、年間平均値とする。 

3 土壌にあっては、環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類

の量が 250pg-TEQ/g 以上の場合には、必要な調査を実施することとする。 

 

＜環境調査＞ 

本市では、環境中の濃度を把握するため、令和元年度に、大気については 2 カ所(年 4 回)、土壌につい

ては市内の公園 1 カ所(年 1 回)、水質については市内の河川１カ所(年 1 回)の調査を実施しました。その

結果は、表 6-1-2 のとおりで、大気・土壌・水質ともそれぞれの環境基準を満足していました。 

 

表 6-1-2 守口市内のダイオキシン類調査結果 

(1)環境大気                             (単位：pg-TEQ/m3) 
調 査 地 点 試 料 採 取 日 調 査 結 果 

守 口 市 役 所 屋 上 

令和元年５月 16 日～23 日 0.0077 

令和元年８月 22 日～29 日 0.015 

令和元年 10 月 17 日～24 日 0.014 

令和２年１月 16 日～23 日 0.016 

年  間  平  均  値 0.013 

大 阪 府 営  

守 口 錦 通 住 宅 屋 上 

令和元年５月 16 日～23 日 0.016 

令和元年８月 22 日～29 日 0.016 

令和元年 10 月 17 日～24 日 0.014 

令和２年１月 16 日～23 日 0.023 

年  間  平  均  値 0.017 

(2)土壌環境                              (単位：pg-TEQ/g) 
調 査 地 点 試 料 採 取 日 調 査 結 果 

 大宮南公園 令和元年８月 22 日 9.2 

 

(3)水質環境                              (単位：pg-TEQ/L) 
調 査 地 点 試 料 採 取 日 調 査 結 果 

古川大久保神田橋 令和元年８月 26 日 0.17 

 

 



- 62 - 

 

＜発生源対策＞ 

法が施行されたことにより、大阪府と共に、廃棄物焼却炉等の施設設置事業場等に対し、使用届の提出

や排出ガス等についての基準遵守の徹底を指導しました。守口市内における、令和２年３月末での設置数

は、大気基準適用施設が１件でした。表 6-1-3 に排出基準値を示します。 

 

表 6-1-3 大気基準適用施設に係る基準    （ﾅﾉｸﾞﾗﾑ-TEQ/Nm3）注 1） 

特 定 施 設 の 種 類 新 設 基 準 
既 設 基 準 

H14.12.1～ 

標準酸素

濃度注 3） 

鉄 鋼 業 焼 結 施 設 0.1 1 15％ 

製 綱 用 電 気 炉注 2） 0.5 
0.5 

（5） 
― 

亜 鉛 回 収 施 設 1 10 ― 

アルミニウム合金製造施設 1 5 ― 

廃棄物焼却炉注 2） 

4t/h 以上 0.1 
0.1 

（１） 

12％ 

2t/h 以上 

4t/h 未満 
1 

1 

（5） 

200kg/h 以上 

2t/h 未満 
5 

5 

（10） 

200kg/h 未満 5 
10 

（10） 

注 1）ナノグラムは 10 億分の 1グラムを意味します。 

注 2）平成 9年 12 月 1 日以前に設置された施設は、（ ）内の基準です｡ 

注 3) 鉄鋼業焼結施設及び廃棄物焼却炉については、標準酸素濃度による補正を行った後の値とします｡ 
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第 １ 章 公害等に関する苦情 

公害に関する苦情は、住民の日常生活と密着した問題が多く、これらの苦情を解決するために、発生源

に対しては、できるだけ速やかに、適切な対策がとられるよう指導をしています。 

苦情は、特に住居と工場の混在地域に多くみられ、広域的なものは少なく局地的なものが多い。 

また、法律・条例によって規制するものばかりでなく、日常生活に伴い発生するものなど、規制対象外

のものもみられます。 

苦情の処理については、必要な調査、指導及び助言、規制、関係機関への通知を行い、多様化する公害

苦情に対処しています。 

令和元度に受理した苦情件数は50件であり、昨年度より12件増加しています。 

苦情の内容について、公害の種類別にみると騒音に関する苦情が31件で最も多く全体の約62％を占めて

います(表7-1-１、図7-1-1)。この傾向は、この5年間比率の増減はあるものの変化はありません。 

 また、表7-1-2及び図7-1-2に平成27年度から令和元年度までの過年度分を含む公害苦情における受理・

処理件数及び解決率を示しています。 

表7-1-1 令和元年度公害苦情の受理・処理状況 

公害の種類 

令和元年度 過年度分 合   計 

受 付 

(Ａ) 

解 決 

(Ｂ) 

残 

(A-B) 

解決率 

(B/A)% 

繰 越 

(Ｃ) 

解 決 

(Ｄ) 

残 

(C-D) 

解決率 

(D/C)% 

総件数 

(A+C=E) 

解 決 

(B+D=F) 

残 

(E-F) 

解決率 

(F/E)% 

典 

 

型 

 

七 

 

公 

 

害 

1 

大

気

汚

染 

い お う 酸 化 物             

ば い じ ん             

有 害 物 質             

粉 じ ん 6 6 0 100     6 6 0 100 

計 6 6 0 100     6 6 0 100 

2 悪 臭 8 8 0 100     8 8 0 100 

3 水 質 汚 濁             

4 土 壌 汚 染             

5 地 盤 沈 下             

6 騒 音 31 25 6 80.6     31 25 6 80.6 

7 振 動 5 5 0 100     5 5 0 100 

合   計 50 44 6 88.0     50 44 6 88.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7-1-1 令和元年度公害苦情の受理件数の内訳 

12% 16% 62% 10%
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表7-1-2 平成27年度～令和元年度 公害苦情の処理状況 

公害の種類 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

受付 

A 

解決 

B 

残 

A-B 

解決率 

B/A 

受付 

A 

解決 

B 

残 

A-B 

解決率 

B/A 

受付 

A 

解決 

B 

残 

A-B 

解決率 

B/A 

受付 

A 

解決 

B 

残 

A-B 

解決率 

B/A 

受付 

A 

解決 

B 

残 

A-B 

解決率 

B/A 

典 

型 

七 

公 

害 

1 

大 

気 

汚 

染 

いおう酸化物                     

ば い じ ん 2 2 0 100 1 1 0 100 3 3 0 100 3 3 0 100     

有 害 物 質                     

粉 じ ん 1 1 0 100 3 2 1 66.7 3 3 0 100 7 7 0 100 6 6 0 100 

計 3 3 0 100 4 3 1 75.0 6 6 0 100 10 10 0 100 6 6 0 100 

2 悪 臭 1 1 0 100 3 3 0 100 2 2 0 100 3 2 0 100 8 8 0 100 

3 水 質 汚 濁                     

4 土 壌 汚 染                     

5 地 盤 沈 下                     

6 騒 音 11 10 1 90.9 13 12 1 92.3 24 23 1 95.8 20 20 0 100 31 25 6 80.6 

7 振 動 2 2 0 100 1 1 0 100 3 3 0 100 5 5 0 100 5 5 0 100 

合  計 17 16 1 94.1 21 19 2 90.5 35 34 1 97.1 38 38 0 100 50 44 6 88.0 

  

 

図7-1-2 平成27年度～令和元年度 公害苦情の処理状況推移 
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第 1 章 公害健康被害の補償等制度 

第1節 制度の概要等 

昭和63年３月１日「公害健康被害の補償等に関する法律」の施行により、旧法（昭和49年９月施行、公

害健康被害補償法）で第１種地域の指定を受けていた守口市全域を含む41地域全てが指定解除され、既に

認定を受けている患者に対する補償給付等は継続されるが、新たな健康被害者の認定は行わないことにな

りました。 

現在、個人に対する補償制度と地域住民を対象とした健康被害の未然防止に重点を置いた制度になって

います。 

本市ではこの法律に基づいて、既存の被認定患者については補償給付及び保健福祉に必要な事業を継続

して行うとともに、新たに市民を対象とした大気汚染による健康被害の予防のための事業を実施し、市民

の健康の確保を図ることとしています。 

なお、この制度の令和2年3月末現在の認定状況は、表8-1-1～表8-1-3のとおりです。 

表8-1-1 守口市公害健康被害者認定状況      令和2年3月末現在 

旧地域 

指定 

年月日 
人 口 

地域指定 

面  積 

認 定 患 者 数 

認定疾病別患者数 延認定 

患者数 

異 動 状 況 実認定 

患者数 
人口比 

死 亡 転 出 治ゆ等 計 

 

昭和52年 

１月13日 

 

人 

 

143,785 

km2 

 

12.71 

人 

 

5,428 

(注1) 

人 

 

1,521 

 

 

人 

 

  351 

 

 

人 

 

2,608 

(注2） 

人 

 

4,480 

人 

 

948 

％ 

 

0.6 

人 

1.慢性気管支炎           91 

2.気管支ぜん息         855 

3.ぜん息性気管支炎        0 

4.肺気しゅ                2 

(注1) 延認定患者数には、転入者（199）人を含む。 

(注2) 治ゆ等とは、治ゆ、期間満了及び更新否決をいう。 

 

表8-1-2 疾病別・性別・年齢別・認定患者数    令和2年3月末現在 

疾病 
慢性気管支炎 気管支ぜん息 ぜん息性気管支炎 肺気しゅ 合  計 

年齢 性別 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

15歳未満 
人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

15歳以上 
25 66 91 388 467 855 0 0 0 2 0 2 415 533 948 

合  計 
25 66 91 388 467 855 0 0 0 2 0 2 415 533 948 
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表8-1-3 障害等級別・性別・年齢別患者数      令和2年3月末現在 

等級 
１  級 ２  級 ３  級 等 級 外 合  計 

年齢 性別 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

15歳未満 
人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

15歳以上 
1 1 2 41 85 126 75 156 231 298 291 589 415 533 948 

合  計 
1 1 2 41 85 126 75 156 231 298 291 589 415 533 948 

 

第１ 補償給付 

公害健康被害者として認定を受けたもの（被認定者）及びその遺族等に対し、表8-1-4に示すとおり

６種類の補償給付を行っており、補償給付状況は表8-1-5のとおりです。 

表8-1-4 補償給付 

種  類 給  付  内  容 

療養の給付 

及び療養費 
被認定者が指定疾病について医療を受けた場合、その医療費の全額を現物給付として支給 

療 養 手 当 
被認定者が指定疾病について医療を受けた場合、月を単位として、入院・通院の状況に応じて支給 

23,600円（通院日数４日以上14日以内）～37,000円（入院日数15日以上） 

障害補償費 

15歳以上の被認定者が指定疾病により一定の障害の程度に該当する場合に、その障害の程度に応じ

て定期的に支給 

 基礎月額（１級の場合） 

  男 子  222,500円～366,300円 

  女 子  180,000円～231,500円 

 障害等級 

  特 級  基礎月額＋介護加算（46,100円） 

  １ 級    〃 

  ２ 級    〃 の50％ 

  ３ 級    〃 の30％ 

遺族補償費 

被認定者が指定疾病に起因して死亡した場合に、死亡した被認定者によって生計を維持されていた

一定範囲の遺族に対し、10年間定期的に支給 

 基礎月額（100％起因する場合） 

  男 子  194,700円～320,600円 

  女 子  157,500円～202,500円 

遺族補償一時金 

被認定者が指定疾病に起因して死亡し、遺族補償費を受ける遺族がない場合等に、一定範囲の遺族

に一時金として支給 

 支給額（100％起因する場合） 

  基礎月額×36月 

葬 祭 料 
被認定者が指定疾病に起因して死亡したときは、埋葬を行った者の請求に基づき支給 

 支給額  336,000円～672,000円 

（注）表中の支給金額は、平成31年4月1日現在のものである。 

 

 



 

‐6
7

‐ 

 

 

表8-1-5 各種補償給付支給件数及び金額 

１．令和元年度各種補償給付実績 

区分 療養の給付及び療養費 障害補償費 児童補償手当 療 養 手 当 遺族補償費 遺族補償一時金 葬 祭 料 合  計 

件数 
件 

13,793 

件 

4,160 

件 

0 

件 

7,274 

件 

272 

件 

4 

件 

6 

件 

25,509 

金額 
円 

374,161,406 

 

円 

337,142,970 

円 

0 

円 

172,027,400 

円 

35,115,900 

円 

12,502,800 

円 

2,522,500 

円 

933,472,976 

２．項目別給付内訳 
療養の給付 療 養 の 給 付 １件当りの平均 療 養 費 １件当りの平均 合   計 １件当りの平均 

 

及び療養費 

件 

13,793 

円 

374,161,406 

 

円 

27,127 

件 

0 

円 

0 

円 

0 

件 

13,793 

円 

374,161,406 

 

円 

27,127 

 

 特  級 １  級 ２  級 ３  級 合  計 １件当りの平均 

障害補償費 件 

0 

円 

0 

件 

41 

円 

11,812,400 

件 

1,374 

円 

140,556,400 

件 

2,745 
円 

184,774,170 

件 

4,160 

円 

337,142,970 

円 

81,044 

 

 入院15日以上 入院8～14日 入院7日以内 通院15日以上 通院4～14日 合  計 １件当りの平均 

療養手当 件 

2 

円 

74,000 

件 

7 

円 

245,000 

件 

5 

 

円 

128,000 

件 

245 

円 

6,262,000 

件 

7,015 

円 

165,318,400 

件 

7,274 

円 

172,027,400 

円 

23,650 

 

（死亡関係） 

種  類 給付率：100％ 給付率：75％ 給付率：50％ 合   計 １件当りの平均 

遺族補償費 
件 

53 

円 

10,395,500 

件 

101 

円 

13,953,300 

件 

118 

円 

10,767,100 

件 

272 

円 

35,115,900 

円 

129,103 

遺族補償一時金 0 0 2 9,606,600 2 5,817,600 4 12,502,800 3,125,700 

葬 祭 料 0 0 3 1,513,500 3 1,009,000 6 2,522,500 420,417 
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第２ 公害保健福祉事業 

本制度においては、法定給付である補償給付とともに、損なわれた健康を回復させ、回復した健康を

保持・増進させる等のため公害保健福祉事業を実施しています。本市では、転地療養事業、リハビリテ

ーションに関する事業及びインフルエンザ予防接種費用助成事業、また、保健師により公害認定患者の

家庭を訪問し、日常生活の指導、保健指導等を行う家庭療養指導事業を行っています。 

１．転地療養事業 

(1) 目  的 

被認定患者を高原、海浜などの空気の清浄な自然環境において保養させるとともに、療養生活

上の指導を行い、健康の回復、保持及び増進を図る。 

(2) 実施状況 

対 象 者 実 施 期 間 場    所 参加人員 

 

 

１５歳以上 

 

 

令和元年9月3日 

～ 9月6日 

3泊4日 

富田林市龍泉880-1 

かんぽの宿 富田林 

 
7人 

 

２．リハビリテーション事業 

(1) 目  的 

被認定者に対し、リハビリテーションに係る呼吸訓練運動療法等を行い、基礎的体力の増進を

図るとともに、公害健康被害に係る指定疾病に関する知識普及および療養上の指導を行うことによ

り健康の回復に資する。 

(2) 対 象 者 

市内在宅療養者 

(3) 事業の概要 

知識普及・訓練指導 

医師の管理のもと、理学療法士・保健師により、機能回復の実技指導を含めた指定疾病に対

する知識の普及および運動療法等を行う。 

(ｱ) 実施状況 

１日１会場当たりおおむね14人、15歳以上を対象に2会場で実施し、被認定者延べ28人の参

加を得た。 

 

回 日    程 参加人員 

１ 令和元年11月 6日（水） 12人 

２ 令和元年11月19日（火） 16人 

合    計 28人 

※会場：守口市市民保健センター３階 
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３．家庭における療養の指導に関する事業 

(1) 目  的 

被認定者に対し、家庭を訪問し、日常生活の指導、保健指導等を行い、疾病回復の促進を図る

ものである。 

(2) 訪問指導の内容 

訪問指導は保健師により、次のとおり行う。 

① 日常生活指導に関すること。 

② 保健指導に関すること。 

③ その他必要な事業 

訪問指導を行った内容は、表8-1-6のとおりである。 

表8-1-6 家庭療養指導実施状況（令和元年度） 

性別 
男 女 合  計 

等級 

 

疾病名 

特 

 

級 

１ 

 

級 

２ 

 

級 

３ 

 

級 

等 

級 

外 

 

計 

特 

 

級 

１ 

 

級 

２ 

 

級 

３ 

 

級 

等 

級 

外 

 

計 

特 

 

級 

１ 

 

級 

２ 

 

級 

３ 

 

級 

等 

級 

外 

 

計 

慢性気管支炎 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

気管支ぜん息 - - - - -   - - - - - - - - - - - - - 

ぜん息性気管支炎 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

肺 気 しゅ - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

計 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 

 

４．インフルエンザ予防接種費用助成事業 

(1) 目 的 

被認定者に対し、インフルエンザ予防接種に要する自己負担の額を助成し、健康の保持 

・増進を図る 

(2) 助成額 

自己負担の額 

(3) 対象接種期間 

令和元年10月15日～令和2年1月31日（請求期間は令和2年2月28日まで） 

(4) インフルエンザ予防接種実施人数 

419人 

 

第３ 健康被害予防事業 

公害健康被害補償法の改正により、昭和63年３月１日から新たに実施されたぜん息などによる健康被

害の予防と損なわれた健康を回復させ、保持及び増進させることを目的とした施策で、本市では、昭和

63年度から実施しています。 

令和元年度は、一般市民を対象とした慢性閉塞性肺疾患に関する相談事業や乳児を対象としたアレル

ギーに関する相談事業、幼児を対象としたアレルギーに関する診査事業などを実施しました。 
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イ） 健康相談事業 

実 施 方 法 実 施 場 所 実施回数 延相談件数 

個 別 

気管支ぜん息等患者に対して医

師・栄養士・保健師による個別

相談・指導 
守口市市民保健センター ６回 １件 

個 別 

乳児（４、５か月児）を対象に

医師・栄養士・保健師による気

管支ぜん息等の発症予防につい

ての相談・指導・助言 

守口市市民保健センター 11回 54件 

 

ロ）健康診査事業 

実 施 方 法 実 施 場 所 実施回数 指導件数 

幼児（４歳未満）を対象に医師・栄

養士・保健師による気管支ぜん息等

の発症予防についての助言 

守口市市民保健センター 22回 529件 

 

 



第９部 環境啓発・美化の推進 
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第 １ 章 環境問題に関する知識の普及 

公害をなくし、よりよい環境づくりを進めていくには、行政、企業の努力はもちろんのこと、市民一人

ひとりの理解と協力が必要です。 

 自分たちの生活を見直すことで、地球温暖化など国際的な環境問題や自動車排ガスによる大気汚染、生

活排水による水質汚濁、廃棄物などの身近な環境問題への対応につながります。 

本市では、「もりぐちの環境」の発行、「守口市民まつり」の開催時等に日常生活の中でできる環境に

やさしいくらしの実践への啓発や環境に関する知識の普及と意識の高揚に努めています。 

市民・事業者に対し、環境問題に対する意識の一層の向上に努めていただくこと、また環境問題への対

策についての重要度を認識していただくため、環境啓発行事として「守口市民まつり」開催時にブースを

出展し、関連機関協力のもと環境保全をテーマとした啓発を行っています（表 9-1-1）。 

 

 

表9-1-1 守口市民まつりでの啓発活動 

守口市民まつり 実施概要 

日  時 令和元年11月３日（日） 午前10時から午後４時まで 

場  所 大枝公園会場 

内  容 

電気自動車の展示、路上喫煙禁止の啓発活動、環境すごろく、 

淀川に棲む魚の展示、河川レンジャー活動状況のパネルの展示、 

SDGs 缶バッチづくり、ごみ減量のパネル展示 など 

 

 

   

 
SDGｓ缶バッチづくり               電気自動車の展示 

 

守口市民まつりイベント会場 
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第 ２ 章 環境美化の推進と普及・啓発 

市民・事業者と一体となってポイ捨て等の防止、屋外広告物の掲出や表示の適正化を図り、都市環境の

保全のためのまちの美化推進を図るため、「守口市まちの美化推進に関する条例」を平成 13年 10 月 1 日

から施行し、まちの美化推進に努めています。 

また、市民等の身体及び財産への被害並びに煙による迷惑の防止を図り、市民等の安全で快適な生活環

境を確保するため、「守口市路上喫煙の防止に関する条例」を平成 29 年４月１日から施行し、同年７月

１日に京阪守口市駅及び大阪メトロ守口駅周辺（守口地区）を、また平成 30 年４月１日に大日駅前交通

広場及び大阪メトロ・大阪モノレール大日駅周辺（大日地区）を、路上喫煙禁止区域として指定しました。 

 

第１節 美化清掃活動の推進 

守口市まちの美化推進に関する条例の施行に基づき、まちの美化推進のために活動している団体等に対

して清掃用具の貸し出しや、美化活動により集積されたゴミ等の回収及び情報の提供や助言を行うことに

より、快適で美しいまちづくりの推進に努めています。 

また、守口市エイフボランタリーネットワークの参加協力のもと、たばこの吸い殻や紙くずその他のご

みのポイ捨て禁止を推進するために美化及び路上喫煙防止キャンペーンとして、京阪守口市駅や大阪メト

ロ・大阪モノレール大日駅周辺での清掃や啓発物品の配布を実施し、マナーの向上を図っています。 

令和元年度末現在、団体69組、個人12名の方の登録がありボランティア活動を行っています。 

なお、令和元年度における美化清掃活動実績については表 9-2-1 のとおりであり、令和元年度は、粗大

ごみ等は減少していますが、それ以外はほぼ横ばいになっています。 

 

表 9-2-1 美化活動団体等の登録状況と活動実績 

 
 

登録団体等 
ごみ 

（袋） 

空き缶

（袋） 

空き瓶 

（袋） 

草・葉 

（袋） 

粗大ごみ等

（回） 

H26 95 417 45 10 1,541 67 

H27 99 323 33 12 1,487 80 

H28 96 413 50 15 1,530 77 

H29 81 373 33 14 1,512 267 

H30 79 252 12 5 1,687 399 

R1 81 234 10 8 1,854 136 

 

第２節 違反簡易屋外広告物等の除却 

 平成 15 年４月に大阪府屋外広告物条例により、はり紙、はり札等、広告旗及び立看板等の法令に違反

している簡易屋外広告物の除却に関する事務の権限が市町村に移譲され、これに伴い平成 16 年７月に

「守口市違反簡易広告物除却活動員制度」を立ち上げ、市職員に加え、市が実施する講習を受講した市民

等に対しても権限を与えることで、地域住民の主体的な協力による効果的な除却が可能になりました。 

令和元年度末現在において、19 団体・190 名の方の登録があり、愛称「はがし・たい」としてボランテ

ィア活動を行っています。 
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 また、定期的に関西電力株式会社守口ネットワーク技術センター、西日本電信電話株式会社大阪支店、

ＮＴＴフィルドテクノ株式会社関西支店と市職員により共同で除却作業及び清掃活動を実施しています。 

なお、令和元年度における違反簡易屋外広告物の除却活動については表 9-2-2 のとおりであり、除却 

件数は毎年減少傾向です。 

 

表 9-2-2 違反簡易屋外広告物の除却件数 

 はり紙 はり札等 広告旗 立看板等 計 

H26 943 636 14 16 1,609 

H27 998 575 45 1 1,619 

H28 762 220 16 0 998 

H29 177 99 8 0 234 

H30 23 31 0 0 54 

R1 10 0 0 0 10 

 

 

        

 

違反簡易屋外広告物除却作業 

 

 

第３節 アドプトロード・プログラムの支援 

 市民のみなさまが身近に利用する道路を自分たちの子供のように育てていくというコンセプトのもと、

地元自治会や企業等の団体の方々の賛同を得て、道路の一定区間の清掃や緑化などの美化活動を継続的に

実施して頂くもので、参加される団体・府・地元市町村の３者間で協定を結んでいます。 

 本市は、清掃活動の際に集められたごみ等の回収を行うなど、このプログラムを支援しています。 
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第４節 路上喫煙防止の啓発 

路上喫煙禁止区域内での啓発、指導により路上喫煙防止を推進するとともにタバコの吸い殻のポイ捨て

禁止を含めた喫煙マナー向上により、市内全域において路上喫煙防止が図られるよう、市民等への周知及

び啓発活動を行っています。 

令和元年度は守口市エイフボランタリーネットワーク等の皆のご協力のもと、大日駅前交通広場及び大

阪メトロ・大阪モノレール大日駅周辺における路上喫煙禁止区域内での吸い殻等の清掃及びポケットティ

ッシュの配布などを行いました（表 9-2-3）。 

 

表 9-2-3  路上喫煙禁止区域での啓発活動 

美化及び路上喫煙防止キャンペーン 実施概要 

日  時 令和元年7月17日（水）午前10時から 

場  所 大日駅前交通広場及び大日駅周辺路上喫煙禁止区域 

協力団体 

守口市エイフボランタリーネットワーク・庭窪コミュニティ協議会・ 

八雲東コミュニティ協議会・大阪市高速電気軌道㈱・大阪高速鉄道㈱ 

イオンモール株式会社 

 

 

 

 

 

美化及び路上喫煙防止キャンペーン 

 



第１０部 廃 棄 物 
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第 １ 章 ごみ処理事業の遷移 

本市のごみ処理の変遷を表 10-1-1 に示します。 

表 10-1-1 ごみ処理の変遷 

事    業    内    容 

昭和 21 年 11 月 1 日市制施行 
 23 年 「守口市塵芥処理手数料条例」制定 
 25 年 ごみ焼却炉新設(9.5ｔ/24h) 
 28 年 ごみ焼却炉増設（11t/24h） 
 30 年 「守口市清掃条例」制定 
 32 年 庭窪町と合併し、現在の守口市になる 
 33 年 ごみ焼却炉増設（11t/24h） 
 36 年 ごみ焼却炉増設（30t/24h） 
 38 年 可燃ごみ定時収集開始(週 2 回) 
 40 年 第 1 号炉ごみ焼却施設建設（90t/24h） 

守口市最終処分場埋立処分開始 
 44 年 第 2 号炉ごみ焼却施設建設（150t/24h） 

昭和 25・28・33・36 年建設の焼却炉廃炉 
 46 年 不燃・粗大ごみ定日収集実施（月 1 回） 
 

47 年 
「守口市廃棄物の処理及び清掃に関する条例」制定 
不燃・粗大ごみ定日収集実施（月 2 回） 
粗大ごみ処理施設建設（75t/5h） 

 48 年 不燃・粗大ごみ定日収集実施（月 3 回） 
 49 年 第 3 号炉ごみ焼却施設建設（150t/24h）  
 53 年 第 1 号炉ごみ焼却施設解体撤去 
 54 年 びん・ガラス類定日収集実施（月 2 回） 
 60 年 第 2 号炉ごみ焼却施設解体撤去 
 61 年 一般家庭ごみ祝日収集実施 
 63 年 第 4 号炉ごみ焼却施設建設（142t/24h） 

不燃物処理資源化施設建設（30t/5h） 
平成 3 年 

 
 

「ごみ元年」として位置付けし、「ごみ処理第 1 次 5 ヵ年計画」策定（平成 3 年度～平成 7 年度） 
コンポスト（生ごみたい肥化容器）設置奨励金事業開始 
ごみ減量モニターの実施（1,000 世帯） 
市民協働組織「青い地球とゴミを考える市民会議」設立 

 

4 年 

社会科副読本（4 年生用初版発行） 
牛乳パック回収箱設置（公共施設 15 ヶ所） 
守口市最終処分場埋立処分完了 
「大阪湾広域臨海環境整備センター」への最終処分埋立委託開始 
エコショップ登録制度 
リサイクル展開始、リサイクル品の無料提供開始  

 5 年 

「守口市廃棄物の減量及び処理並びに清掃に関する条例」制定 
社会科副読本（5 年生用初版発行）・ 
集団回収奨励金制度発足（古紙・古布・缶鉄・アルミ缶）（3 円/㎏） 
古紙・古布・空き缶定曜収集実施（月 2 回） 
不燃・粗大ごみ定曜収集実施（月 2 回） 
びん・ガラス類定曜収集実施（月 2 回） 
有害危険ごみ定曜収集実施（月 2 回） 

 6 年 社会科副読本（6 年生用初版発行） 
 7 年 牛乳パック再生品利用促進活動事業開始（委託） 
 8 年 「ごみ処理第 2 次 5 ヵ年計画」策定（平成 8 年度～平成 12 年度） 
 9 年 集団回収奨励金 3 円/㎏から 4 円/㎏に改正 

 10 年 ペットボトル拠点回収開始 
一般家庭用減量啓発冊子「ごみ虎の巻」発行 
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平成 
 
 
 
 
 
 

12 年 

ごみ袋を無色の透明・半透明袋に統一する 
家庭用生ごみ処理機貸与制度発足 
家庭用生ごみ処理機（電源を必要とする機器）補助制度開始 
第 4 号炉ごみ焼却施設排ガス高度処理（ダイオキシン対策）施設整備 

13 年 家庭用生ごみ処理機（電源を必要としない機器）補助制度追加 
事業所向け減量啓発冊子「事業所ごみの減量に向けて」発行 

14 年 第 3 号炉ごみ焼却施設廃止 
 15 年 「守口市一般廃棄物処理基本計画」策定 

 17 年 
「守口市一般廃棄物再生利用業の指定に関する規則」制定 
「守口市廃棄物減量等推進審議会規則」制定 
社会科副読本再編集発行（4～6 年生共通） 

 18 年 「守口市廃棄物減量等推進審議会」発足・諮問・答申 

 19 年 

プラスチック製容器包装の分別収集開始（月 2 回） 
「守口市粗大ごみ処理券」販売開始 
「守口市廃棄物の減量及び処理並びに清掃に関する条例・規則」改正（粗大ごみ有料化） 
第 3 号炉ごみ焼却施設解体撤去 

 20 年 
プラスチック製容器包装収集回数を月 2 回から週 1 回に変更 
ストックヤード整備 
一般廃棄物処理（ごみ処理）に係る相互支援協定締結（東大阪ブロック各市及び３施設組合） 

 21 年 
 

事業所向け減量啓発冊子「事業所ごみ減量の手引き」発行 
「事業所ごみ減量の手引き」による分別排出の訪問指導開始 

 22 年 「事業所ごみ減量の手引き」による分別排出の訪問指導継続実施 
 23 年 「守口市一般廃棄物処理基本計画」改定 

 24 年 
家庭用生ごみ処理機補助・貸与制度廃止 
ペットボトル戸別収集開始（月 2 回） 
第 4 号炉の電力売却を開始 

 25 年 災害時における一般廃棄物処理に関する支援協定締結（許可業者６者） 

 26 年 

守口市一般廃棄物収集運搬許可業者の可燃ごみ処理手数料 40 円/10kg から 65 円/10kg に改正 
（平成 30 年３月 31 日までの緩和措置） 
粗大ごみ処理手数料に係る区分の改正 
びん・ガラス・空き缶・ペットボトル収集回数を月 2 回から週 1 回に変更 
守口市再生資源集団回収奨励金交付要綱を改正 

 

27 年 使用済小型家電の拠点回収開始 

28 年 使用済乾電池及び蛍光管の拠点回収開始 

29 年 「（改訂版）守口市一般廃棄物処理基本計画」改定 

災害廃棄物の処理等に関する基本協定締結（ダイカン・大栄環境） 

30 年 

持込ごみの予約制開始 

守口市災害廃棄物処理計画策定 

守口市一般廃棄物収集運搬許可業者の可燃ごみ処理手数料の緩和措置終了（規定の手数料 90 円/10kg） 

「守口市廃棄物の減量及び処理並びに清掃に関する条例・規則」改正（事業系ごみの行政回収廃止） 

 31 年 粗大ごみ処理施設及び不燃物処理資源化施設廃止 

令和 元年 10 月 1 日「大阪市・八尾市・松原市環境施設組合」に加入。名称が「大阪広域環境施設組合」となる。 

 2 年 

「燃やすごみ」の大阪広域環境施設組合での処理開始 

「粗ごみ」として取り扱っているごみの一部が「燃やすごみ」に変更 

持ち込みごみの取り扱い・料金体系の変更 

「臨時ごみ」から「多量排出ごみ」に名称変更及び、取り扱い・料金体系の変更 
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第 ２ 章 ごみ減量・資源化推進 

第１節 一般廃棄物処理基本計画について 

近年の生活様式の多様化や利便性の向上は、生活を豊かにする一方、資源を枯渇させ、多くの

廃棄物を生み出し、環境負荷を増大させています。 

循環型社会形成推進基本法(平成13年1月施行)では、循環型社会の形成に向けて形成すべき循環

型社会の姿を明確にし、国、地方公共団体、事業者、国民の果たすべき責務を明らかにしていま

す。さらに、一般廃棄物の減量化についての取組指標が平成25年（2013年）の第3次循環型社会形

成推進基本計画で強化されるなど、ごみの発生を抑制することが、今後さらに重要視されると考

えられます。 

本市では、平成24年3月に守口市一般廃棄物処理基本計画を策定し、一般廃棄物の排出抑制・資

源化等に取り組んできましたが、廃棄物を取り巻く社会情勢や市民の意識等の変化をふまえて、

当該計画策定から約5年が経過した中間目標年度である平成28年度に計画内容の見直しを行い、平

成29年3月に、「（改訂版）守口市一般廃棄物処理基本計画」を策定しました。 

循環型社会形成に向けた法体系及び本市における本計画の位置づけを図 11-2-1 に示します。 

本計画は、廃棄物処理法に基づく計画であり、環境基本法及び循環型社会形成推進基本法をは

じめとする各種リサイクル法等との整合性を図るとともに、国の減量目標を踏まえ、本市におけ

る一般廃棄物処理の方向性を示したものです。 

また、「守口市廃棄物の減量及び処理並びに清掃に関する条例」の理念に基づき、上位計画であ

る「第五次守口市総合基本計画」で掲げる都市像「育つ・にぎわう・響きあう 人と心が集うま

ち 守口」の基本目標“自然環境と調和し共生する安全・安心なまち”の実現を目指し、ごみの

減量化・資源化、計画的な収集運搬及び適正な中間処理等、本市のごみ処理行政の理念及び施策

を推進するための計画です。 

 

基本理念  『 みんなの責任と協働で目指す 循環型社会 』 
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図 10-2-1 一般廃棄物処理基本計画の位置づけ 

 
第２節 ごみ処理に係る数値目標 

平成 28 年 9 月に改定された「ごみ処理基本計画策定指針」では、目標年度については原則とし

て計画策定時より 10～15 年とされています。 

本計画では平成 24 年度を計画の初年度とし、5 年目の中間目標年度である平成 28 年度に目標

年度や数値目標を含め、本計画内容の見直しを行いました。 

それにより、計画の期間を平成 29 年度から令和 8 年度までの 10 年間とし、5 年目の令和 3 年

度を中間目標年度とし、10 年目の令和 8年度を目標年度とします。 

 

【計画の期間】 

平成 29 年度から令和 8 年度までの 10 年間とする。 

【計画目標年次】 

中間目標年度 ： 令和 3 年度（平成 29 年度から 5 年後） 

目標年度   ： 令和 8 年度（平成 29 年度から 10 年後） 

 

図 10-2-2 目標年度 
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第１ 目標設定にあたっての考え方 

目標の設定にあたっては、「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画

的な推進を図るための基本的な方針」及び「第3次循環型社会形成推進基本計画」並びに「大阪府

循環型社会推進計画（平成28年6月、大阪府）」(以下、「国の基本方針等」という。)における数値

目標の達成見込みを勘案して設定しました。 

これら関連計画等における目標値と本市の達成見込みとの相関を以下に示します。 

 

表10-2-1 国の基本方針の目標率における本市の達成見込み 

 基準年度の数値 
（平成 24 年度） 目標 目標年度の数値（令和 2 年度） 令和元年度 

目標値 推計値 達成状況 
【指標①】 
ごみ総排出量 45,711t/年 約 12%減 40,226t/年 42,702t/年 43,315t/年 

約 5%減（未達成） 
【指標②その 1】 
リサイクル率 約 21% 約 27% 約 27% 約 22% 約 20%（未達成） 

【指標③】 
最終処分量 4,744t/年 約 14%減 4,080t/年 4,384t/年 4,088t/年 

約 14%減（達成） 
 

表10-2-2 第3次循環型社会形成推進基本計画の目標率における本市の達成見込み 

指標 
基準年度の数値 
（平成 12 年度） 目標 目標年度の数値（令和 2 年度） 令和元年度 

目標値 推計値 達成状況 
1 人 1 日あたりの

ごみ排出量 
1,103g/人・日 約 25%減 827g/人・日 826g/人・日 825/人・日 

約 25%減（達成） 
資源ごみを除いた

1 人 1 日あたりの

家庭系ごみ排出量 
498g/人・日 約 25%減 374g/人・日 360g/人・日 357/人・日 

約 28%減（達成） 

事業系ごみ排出量 24,373t/年 約 35%減 15,843t/年 15,593t/年 16,303t/年 
約 33%減（未達成） 

 

表10-2-3 大阪府循環型社会推進計画の目標率における本市の達成見込み 

指標 基準年度の数値 
（平成 26 年度） 

目標 
目標年度の数値（令和 2 年度） 令和元年度 

目標値 推計値 達成状況 

ごみ総排出量 44,142t/年 約 12.6%減 38,580t/年  42,702t/年 
43,315t/年 

約 2%減（未達成） 

リサイクル率 約 21% 約 2%増 約 23％以上 約 20% 約 20%（未達成） 

最終処分量 4,407 t/年 約 18.0%減 3,614t/年 4,384t/年 4,088t/年 
約 7%減（未達成） 

集団回収量等を除い

た 1 人 1 日あたりの

家庭系ごみ排出量 
360g/人・日 約 12.6%減 315g/人・日 363g/人・日 

455g/人・日 
約 26%増（未達成） 

 

第２ 将来目標の設定 

ごみ処理に係る指標は、国の基本方針等の指標に基づき、以下の3種とする。 

《目標①》 ごみ総排出量 

《目標②》 リサイクル率 

《目標③》 焼却処理量 
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ごみ処理に係る数値目標は、表10-2-4に示すとおりである。 

 

表 10-2-4 ごみ処理に係る数値目標 

評価指標 
実績値 

(平成 27 年度) 

中間目標年度 

(令和 3年度) 

目標値 

(令和 8年度) 

《目標①》ごみ総排出量[t/年] 43,402 41,363 40,705 

《目標②》リサイクル率 21％程度 21％程度 21％程度 

《目標③》焼却処理量[t/年] 34,366 32,558 32,110 

 

 

第３節 ごみの減量化・資源化施策と実績 

第 1 ごみの減量及びリサイクル促進に関する啓発活動の実施 

広報もりぐち、FM もりぐちでの PR、市ホームページでの啓発のほか、市民まつりでのごみ

減量啓発イベントやレジ袋削減キャンペーンなど、ごみの減量及びリサイクル促進に関する啓

発活動を広く行っています。 

 

第２ ごみの分別排出の徹底 

無色透明・白色半透明の袋でごみを排出することにより、分別排出の意識向上を図っていま

す。また、分別ができていない場合、「収集できませんシール」貼付のうえ、取り残しを行うこ

とで、分別排出の周知徹底をしています。 

第３ プラスチック製容器包装分別収集の実施 

家庭系ごみの資源化促進及び焼却ごみ量の減少を図るため、家庭系ごみにおいて、重量、容

積ともに大きく構成するプラスチック製容器包装の分別収集を、平成 19年 10 月から実施して

います。 

第４ ストックヤード施設の整備 

プラスチック製容器包装分別収集の開始に伴い、ごみの資源化処理を促進するため、廃炉と

なった第 3号炉焼却施設跡地にストックヤード（資源物の一時貯留所）を平成 20 年に整備しま

した。 

第５ 粗大ごみ有料化の実施 

家庭系ごみの発生抑制とごみ処理費用負担の公平化を目的に、平成 19 年 12 月から粗大ごみ

の有料化を実施しています。 

第６ 再生資源集団回収実施団体の募集及び奨励金の交付 

この制度は、日常生活から排出される廃棄物から再資源化できる有価物を自主的に回収する

地域住民団体に対し、奨励金を交付することにより、ごみの減量と資源の有効利用を図るとと

もに、ごみ問題の意識向上に資することを目的としています。対象団体としては、本市内で活

動する自治会、町会、子供会、婦人会、老人会等の営利を目的としない住民団体で、令和元年

度は 189 団体となっています。 

交付対象品目は、新聞・雑誌・段ボール・牛乳パック・その他紙などの古紙、古布、アルミ

缶、スチール缶を対象とし、1㎏当り 4円を奨励金として交付しています。 
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表 10-2-5 再生資源集団回収量の推移 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

古紙 3,432 t 3,262 t 3,088 t 2,957 t 2,748 t

    新聞 2,210 t 2,078 t 1,912 t 1,745 t 1,593 t

    雑誌 684 t 654 t 636 t 654 t 624 t

    段ボール 526 t 520 t 533 t 551 t 528 t

    牛乳パック 11 t 9 t 7 t 7 t 4 t

古布 242 t 236 t 237 t 246 t 251 t

アルミ缶 81 t 86 t 85 t 89 t 90 t

鉄缶 7 t 7 t 8 t 8 t 11 t

合計 3,761 t 3,591 t 3,417 t 3,299 t 3,100 t

奨励金額 (千円) 15,046 14,365 13,668 13,197 12,400 

実施団体数 185 188 180 177 180 

※表の数値は詳細値を含むため、四捨五入の関係で合計値と異なることがあります。 

 

第７ 拠点回収事業の実施 

平成 27 年 11 月より、家庭から排出される小型家電からの有価物の回収を目的とした使用済

小型家電の拠点回収を開始しています。 

また、拠点回収事業の拡充として、平成 28 年 11 月からは水銀含有製品（蛍光管、使用済乾

電池）も拠点回収品目に追加しました。 
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第 ３ 章 ごみ排出量の実績及びその性状 

第１節 年間のごみ排出量の推移 

本市の最近 5年間のごみ排出量の推移を表 10-3-1、図 10-3-1 に示します。 

表 10-3-1 ごみ排出量の推移        
 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

家庭系 24,100ｔ 23,749ｔ 24,033ｔ 23,385ｔ 23,912ｔ 

事業系 15,540ｔ 15,299ｔ 15,882ｔ 16,301ｔ 16,303ｔ 

集団回収 3,761ｔ 3,591ｔ 3,417ｔ 3,299ｔ 3,100ｔ 

合計 43,401ｔ 42,639ｔ 43,332ｔ 42,985ｔ 43,315ｔ 
単位：t 

※表の数値は詳細値を含むため、四捨五入の関係で合計値と異なることがあります。 
 

 

図 10-3-1 ごみ排出量の推移  

 

※集団回収量は家庭系に含みます。 

 

ごみ排出量の内訳を表 10-3-2、図 10-3-2 に示します。排出量の中では可燃ごみが最も多く、

令和元年度で、全体の約 75％を占めています。資源ごみは約 20％で近年横ばいとなっており、粗

大ごみは約 5％です。 

表 10-3-2 ごみ排出量の内訳 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

可燃ごみ 32,501 t 31,938 t 32,481 t 32,508 t 32,689 t 

資源ごみ 8,910 t 8,699 t 8,665 t 8,245 t 8,280 t 

粗大ごみ 1,992 t 2,002 t 2,186 t 2,233 t 2,345 t 

合計 43,402 t 42,639 t 43,332 t 42,985 t 43,315 t 

※表の数値は詳細値を含むため、四捨五入の関係で合計値と異なることがあります。 

※集団回収量は資源ごみに含みます。 
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図 10-3-2 ごみ排出量の内訳 

 
 

第２節  1 人 1 日当たりのごみ排出量の推移 

本市の 1人 1日当たりのごみ排出量の推移を表 10-3-3（1）、図 10-3-3（1）～（3）に示します。

家庭系ごみ・集団回収量は若干の減少傾向にありました。事業系ごみは微増となっています。

続いて事業系ごみの 1日当たりの排出量の推移を表 10-3-3（2）に示します。 

 

表 10-3-3（1） 1 人 1 日当たりのごみ排出量の推移 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

家庭系ごみ (g/人・日) 456.5 g 451.7 g 446.0 g 446.3 g 456.7 g 

可燃ごみ (g/人・日) 324.5 g 319.7 g 316.6 g 311.3 g 315.1 g 

資源ごみ (g/人・日) 96.9 g 96.6 g 94.8 g 93.7 g 98.7 g 

粗大ごみ (g/人・日) 35.1 g 35.4 g 34.6 g 41.3 g 42.9 g 

事業系ごみ (g/人・日) 294.5 g 290.2 g 302.0 g 311.3 g 311.4 g 

可燃ごみ (g/人・日) 291.2 g 287.7 g 299.5 g 309.6 g 309.2 g 

資源ごみ (g/人・日) 0.6 g 0.5 g 0.5 g 0.4 g 0.2 g 

粗大ごみ (g/人・日) 2.7 g 2.0 g 2.0 g 1.3 g 1.9 g 

集団回収量 (g/人・日) 71.2 g 68.3 g 65.1 g 63.0 g 59.2 g 

総排出量 (g/人・日) 822.1 g 810.9 g 824.2 g 820.9 g 827.2 g 

※表の数値は詳細値を含むため、四捨五入の関係で合計値と異なることがあります。 

 

表 10-3-3（2） 事業系ごみ 1日当たりの排出量の推移 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

事業系ごみ 合計 42.6 t/日 41.8 t/日 43.6 t/日 44.7 t/日 44.7 t/日

可燃ごみ (t/日) 42.1 t/日 41.4 t/日 43.2 t/日 44.4 t/日 44.4 t/日

資源ごみ (t/日) 0.1 t/日 0.1 t/日 0.1 t/日 0.1 t/日 0.03 t/日

粗大ごみ (t/日) 0.4 t/日 0.3 t/日 0.3 t/日 0.2 t/日 0.3 t/日

※表の数値は詳細値を含むため、四捨五入の関係で合計値と異なることがあります。 
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図 10-3-3（1） 家庭系排出原単位 

 

図 10-3-3（2） 事業系排出原単位 

 

 

 図 10-3-3（3） 総排出原単位の内訳
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第３節  資源化の実績 

本市の資源化量の推移を表 10-3-4、図 10-3-4 に示します。 

本市では、品目の多くが減少傾向にあり、それに伴って合計量も減少しています。 

 

表 10-3-4 資源化量の推移   

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

296 t 312 t 299 t 356 t 295 t
破砕鉄 259 t 262 t 253 t 279 t 0 t

粗大鉄 37 t 50 t 46 t 77 t 295 t

3 t 0 t 1 t 1 t 0 t

6 t 13 t 10 t 6 t 18 t

被覆銅線 2 t 5 t 4 t 3 t 8 t

アルミ 4 t 8 t 6 t 3 t 10 t

1,103 t 1,068 t 1,039 t 976 t 947 t
白ガラス 336 t 272 t 309 t 273 t 256 t
茶ガラス 311 t 281 t 292 t 193 t 257 t
その他ガラス 294 t 283 t 242 t 157 t 315 t
その他 162 t 232 t 197 t 354 t 119 t

264 t 277 t 229 t 228 t 233 t
スチール 234 t 232 t 188 t 191 t 197 t

アルミ 9 t 9 t 9 t 9 t 10 t

その他 21 t 36 t 32 t 28 t 26 t

1,341 t 1,329 t 1,504 t 1,475 t 1,687 t

新聞紙 53 t 53 t 60 t 59 t 65 t

雑誌類 638 t 631 t 715 t 699 t 815 t
段ボール 348 t 343 t 390 t 381 t 428 t
牛乳パック 4 t 4 t 5 t 4 t 5 t

古布 297 t 298 t 334 t 331 t 375 t

308 t 361 t 374 t 311 t 392 t

1,948 t 1,812 t 1,893 t 1,600 t 1,774 t

6 t 9 t 9 t 11 t 28 t

0 t 2 t 0 t 10 t 11 t

5,274 t 5,182 t 5,359 t 4,974 t 5,386 t

破砕鉄粗大鉄

アルミ屑

その他金属

ビン・ガラス

空き缶

古紙・古布

ペットボトル

プラスチック製容器包装

小型家電

乾電池・蛍光管

合    計  

※表の数値は詳細値を含むため、四捨五入の関係で合計値と異なることがあります。 
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図 10-3-4 資源化量の推移 

 

 

 

第４節  リサイクル率 

本市のリサイクル量及びリサイクル率の推移を表 10-3-5、図 10-3-5 に示します。本市のリサ

イクル率は、年度によって若干の増減を繰り返しつつもほぼ横ばいで推移しています。 

総資源化量については、集団回収量の減少に伴い、減少傾向にあります。 

 

表 10-3-5 リサイクル率の推移 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

資源化量    (t) 5,274 t 5,182 t 5,359 t 4,974 t 5,386 t

集団回収量  (t) 3,761 t 3,591 t 3,417 t 3,299 t 3,100 t

総資源化量  (t) 9,036 t 8,773 t 8,776 t 8,273 t 8,486 t 

総排出量    (t) 43,402 t 42,639 t 43,334 t 42,985 t 43,315 t

リサイクル率(%) 20.8% 20.6% 20.3% 19.2% 19.6%

※表の数値は詳細値を含むため、四捨五入の関係で合計値と異なることがあります。 

 

また、本市のリサイクル率は、府の平均値を上回っています。 
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図 10-3-5 リサイクル率の比較   

 

第５節  焼却処理量及び最終処分量 

 本市では、第４号炉での焼却処理（停止期間中は焼却処理を他市に委託）後の残渣の埋立処分

を大阪湾広域臨海環境整備センターに委託しています。焼却処理量及び最終処分量の推移を表

10-3-6 に示します。 

図 10-3-6 焼却処理量及び最終処分量の推移 

 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成30年度 令和元年度 

焼却量 34,366ｔ 33,866ｔ 34,617ｔ 34,713ｔ 34,826ｔ 

 他市委託 1,803ｔ 1,962ｔ 1,727ｔ 1,983ｔ 931ｔ 

 第 4号炉焼却量 32,563ｔ 31,904ｔ 32,890ｔ 32,729ｔ 33,894ｔ 

最終処分量 4,433ｔ 4,310ｔ 4,300ｔ 4,451ｔ 4,088ｔ 

※平成 30 年度から焼却量には粗大ごみの処理委託量を含む。 
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第 ４ 章 ごみ処理・処分施設の概要 

第１節 ごみ焼却施設 

本市では、昭和 63 年に 142t/24h の第 4号炉を供用開始しました。しかし、平成 14 年 11 月に

はダイオキシン類の発生抑制対策として第 3号炉が廃止となり、令和元年 10 月 1 日現在では第 4

号炉のみの運転となっています。 

第 4号炉は、ごみを焼却する際に発生する熱を回収して発電を行っています。発電能力は、800kW

で、通常時のクリーンセンター内で使用する電力を賄うとともに、余剰電力を電力会社に送電し

ています。また、余熱を利用してクリーンセンター内の給湯を行うなど、有効に熱エネルギーを

回収しています。 

しかしながら、１炉体制のため第 4 号炉の定期点検時等の停止期間中は、近隣市にごみ処理の

一部を委託しています。(令和 2年 3月末、ごみ搬入終了) 

表 10-4-1 ごみ焼却施設の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 粗大ごみ処理施設 

本市では、昭和 47 年から破砕処理施設（処理能力：75t/5h）にて粗大ごみ処理を行っており、

第 4号炉の建設と同じ昭和 63 年にはアルミを選別できる資源化施設を増設しました。その後、平

成 31 年 1 月粗大ごみ処理施設において火災が発生し、同処理施設での処理が不能となり、民間業

者に処分を委託しています。 

また、昭和 47 年度から不燃・粗大ごみの月 2回定日収集を開始し、平成 19年度には粗大ごみ

の有料化を開始しています。 

 

施設名 守口市クリーンセンター 第 4 号炉ごみ焼却施設 

処理主体 守口市 

所在地 守口市寺方錦通 4 丁目 9 番 12 号 

竣工年月 昭和 63 年 3月 

建設構造 鉄筋コンクリート造、地上５階地下１階 

建築面積 2,002.59 ㎡ 

延床面積 4,561 ㎡ 

形式 全連続燃焼型ストーカ炉 

ごみピット ピットアンドクレーン式、容量 1,500 ㎥ 

処理能力 142t/24h×１基 

ガス冷却設備 廃熱ボイラ（川崎式、単胴自然循環式） 

ガス洗浄設備 バグフィルター式（消石灰・活性炭吹き込み） 

余熱利用 蒸気タービン（多段背圧式）、場内給湯 

発電設備 800kW 併設 
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第３節 ストックヤード施設  

循環型社会の形成の為、ごみ減量化・資源化計画に則り、資源物の一次仮置き場所として第 3

号炉跡地にストックヤードを平成 20 年に整備しました。プラスチック製容器包装、空き缶、ペッ

トボトルを始めとした各種資源物の分別及び粗大ごみの受入に対応しています。 

表 10-4-2 ストックヤードの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 最終処分場 

本市の最終処分は、昭和 40 年から守口市最終処分場に埋立処分していましたが、平成 4年に埋

立処分が完了したため、平成 4年からはフェニックスセンタ－へ加入し処分を委託しています。 

 

施設名称 守口市クリーンセンター ストックヤード 

処理主体 守口市 

所在地 守口市寺方錦通 4 丁目 9 番 12 号 

竣工年月 平成 20 年 3月 

建設構造 鉄筋コンクリート造 

ヤード面積 2,400 ㎡ 
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第 ５ 章 し尿処理事業の概要 

第１節 計画策定の趣旨 

我が国の生活排水処理は、公衆衛生の改善から始まり、公共用水域の水質の保全・改善及び生

活環境の向上のために様々な処理施設の整備を行ってきました。 

本市では、昭和27年から浸水の防除、生活排水対策として下水道の整備と処理区の拡大を図り

水洗化の促進に努めており、現状では対人口の普及率でほぼ100％となっており、基本的な下水道

整備は概ね完成しているといえます。 

また、近年の下水道には、汚水の衛生処理、浸水防除といった機能にとどまらず、公共用水域

の汚濁負荷軽減や、災害時のインフラ機能の確保・維持といったより高度かつ多面的な機能が求

められています。 

本市の生活排水処理に関する現状及び計画を示します。 

 

第２節 基本方針 

本市の生活排水対策は、下水道事業を中心に実施しており、計画区域の順次拡大を行い現在に

至っています。下水道整備が概ね完成している現在、下水道の維持管理の推進が重要となってい

ます。 

本市は早くから下水道整備に着手したため、大半の下水道施設や設備が老朽化していることか

ら、これらの効果的かつ適正な改築・更新に取り組んでいきます。 

 

第３節 下水道整備状況 

守口処理区、鴻池処理区における計画内容及び下水道普及率等を表 10-5-1 に示します。 

守口処理区は、対面積及び対人口ともに普及率が 100％となっています。鴻池処理区は、対面

積の普及率が 96.42％、対人口の普及率が 99.99％となっています。 

全体でみると、対面積の普及率が 98.28％、対人口の普及率が 99.99％となっています。 

今後も継続的に下水道整備を計画的に推進し、対面積及び対人口ともに普及率 100％を目指す

ものとします。 

表 10-5-1 下水道等普及状況 

計画
(ha)

整備済
(ha)

普及率
(%)

計画
(人)

令和２年
３月末a
（人）

現在利用b
（人）

普及率
b/a
(%)

守口排水区 286.099 286.099 100.00 41,000 43,768 43,768 100.00

寺方排水区 135.516 135.516 100.00 12,500 12,835 12,835 100.00

八雲排水区 183.288 183.288 100.00 13,510 13,874 13,874 100.00

小計 604.903 604.903 100.00 67,010 70,477 70,477 100.00

庭窪排水区 389.25 373.07 95.84 55,500 53,760 53,751 99.98

菊水排水区 42.12 42.12 100.00 5,300 5,150 5,150 100.00

大日排水区 50.89 46.99 92.34 9,500 9,601 9,600 99.99

東寺方排水区 78 78 100.00 4,700 4,797 4,797 100.00

小計 560.26 540.18 96.42 75,000 73,308 73,298 99.99

1165.163 1145.083 98.28 142,010 143,785 143,775 99.99

人口

合計

守口
処理区

鴻池
処理区

区分

面積

 

 

第４節 生活排水処理形態 

平成 27～令和元年度における生活排水処理形態別世帯数の推移を表 10-5-2 に示します。 
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し尿を収集している事業所を含むくみ取り世帯数は変動がなく、令和元年度末では 7世帯とな

っています。 

事業所を含む浄化槽世帯数も変動がなく、令和元年度末では 26 世帯となっています。 

 

表 10-5-2 生活排水処理形態別世帯数 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

一般家庭 9 6 6 6 6
事業所 4 1 1 1 1

13 7 7 7 7

一般家庭 9 9 9 9 9
事業所 17 17 17 17 17

26 26 26 26 26
39 33 33 33 33合計

区分＼年度

し尿

小計

浄化槽

小計

 
 

第５節 し尿及び浄化槽汚泥収集量 

平成 27～令和元年度におけるし尿及び浄化槽汚泥の収集量を表 10-5-3 に示します。 

計画収集人口及び浄化槽人口は、公共下水道の整備に伴い減少しておりますが、収集量は仮設

トイレ等からの排出が一定量続いているため、年度によって若干の増減があります。 

 

表 10-5-3 し尿及び浄化槽汚泥収集量等 

区分＼年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
し尿収集量 103 kl 70 kl 127 kl 132 kl 198 kl
浄化槽汚泥収集量 52 kl 48 kl 63 kl 61 kl 63 kl

合      計 155 kl 118 kl 190 kl 193 kl 261 kl  
 

第６節 し尿及び浄化槽汚泥処理 

し尿処理施設は昭和 31年 10 月に建設しました。その後、昭和 45 年 4 月に守口市四條畷市清掃

施設組合を設立し共同処理を行ってきましたが、平成 10 年 3 月 31 日に一部事務組合が解散して

からは、希釈処理を行ってから処理水を下水道に放流していました。平成 15 年 4 月 1 日以降は、

本市の下水道普及状況に伴うし尿等処理件数の減少から、近隣市の門真市に処理を委託していま

した。 

平成 30 年 1 月からは、本市下水道施設内にて処理を実施しています。 

 

第７節 生活排水対策の普及啓発 

下水道の整備が概ね完成している状況でありながら、下水道への接続率が 100％に達していな

いため、今後も下水道への接続を行ってもらうよう普及啓発に努めるものとします。 
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